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１ 国民保護関係機関

（１）国民保護措置の仕組み

国、島根県、邑南町等におけるそれぞれの国民保護措置の仕組みは、下図のとお

りである。

国民の保護に関する措置の仕組み国民の保護に関する措置の仕組み
国 （対策本部）

・警報の発令

島根県 （対策本部） 邑南町 （対策本部）

・警報の邑南町への通知 ・警報の伝達(サイレン等を使用)避

難

・避難住民の誘導
（避難実施要領の策定）
消防等を指揮、警察・
自衛隊等に誘導を要請

・救援

是正

是正

・避難の指示

（避難経路、交通手段等）

・救援に協力

・避難措置の指示

（要避難地域、避難先地域等）

・救援の指示

・避難の指示の伝達指示

指示救

援

・ 食品、生活必需品等
の給与
・ 収容施設の供与
・ 医療の提供 等

住

民

（
協

力
）指示

・武力攻撃災害の防御

・応急措置の実施 ・応急措置の実施
・大規模又は特殊な武力攻撃災害
（ＮＢＣ攻撃等）への対処

総合調整の要請

・武力攻撃災害への対処の指示
（消防庁長官による消防に関する指示）

・消防

措置の実施要請

総合調整の要請

措置の実施要請

総合調整総合調整
・対策本部における
総合調整

・対策本部における
総合調整

・対策本部における
総合調整

指示

・生活関連等施設の安全確保

武
力
攻
撃
災
害
へ
の

対
処

・国民生活の安定

指定公共機関
指定地方公共機関

・放送事業者による警報等の放送 ・日本赤十字社による救援への協力

・運送事業者による住民・物資の運送 ・電気・ガス等の安定的な供給

警戒区域の設定・退避の指示警戒区域の設定・退避の指示

・緊急通報の発令

国、地方公共団体、指定公共機関等が相互に連携

※防災行政無線､公共ネットワーク、衛星通信等を活用するとともに､情報伝達システムの改善に向けた検討､整備に努める
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（２）関係機関の事務又は業務の大綱

国民保護措置について、町、県、指定地方行政機関並びに指定公共機関及び指定

地方公共機関は、おおむね次に掲げる業務を処理する。

【町】

機関の名称 事務又は業務の大綱

１ 国民保護計画の作成

２ 国民保護協議会の設置、運営

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営

４ 組織の整備、訓練

５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、避難住民の誘導、関係機関の調整その他の住民の避難

邑 南 町 に関する措置の実施

６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の実施

７ 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収集その他の武力攻撃災

害への対処に関する措置の実施

８ 水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置の実施

９ 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施

【県】

機関の名称 事務又は業務の大綱

１ 国民保護計画の作成

２ 国民保護協議会の設置、運営

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営

４ 組織の整備、訓練

５ 警報の通知

島 根 県 ６ 住民に対する避難の指示、避難住民の誘導に関する措置、都道府県の区域を越える住民の

避難に関する措置その他の住民の避難に関する措置の実施

７ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の実施

８ 武力攻撃災害の防除及び軽減、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区域の設定、保健衛生

の確保、被災情報の収集その他の武力攻撃災害への対処に関する措置の実施

９ 生活関連物資等の価格の安定等のための措置その他の国民生活の安定に関する措置の実施

10 交通規制の実施

11 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施

【指定地方行政機関】

機関の名称 事務又は業務の大綱

中国管区警察局 １ 管区内各県警察の国民保護措置及び相互援助の指導・調整

２ 他管区警察局との連携

３ 管区内各県警察及び関係機関等からの情報収集並びに報告
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機関の名称 事務又は業務の大綱

中国管区警察局 ４ 警察通信の確保及び統制

中国総合通信局 １ 電気通信事業者・放送事業者への連絡調整

２ 電波の監督管理、監視並びに無線の施設の設置及び使用の規律に関すること

３ 非常事態における重要通信の確保

４ 非常通信協議会の指導育成

中国財務局 １ 地方公共団体に対する災害融資

（松江財務事務所） ２ 金融機関に対する緊急措置の指示

３ 普通財産の無償貸付

４ 被災施設の復旧事業費の査定の立会

神戸税関 １ 輸入物資の通関手続

（浜田税関支署）

（境税関支署）

中国四国厚生局 １ 医療の指導及び監督

２ 感染症の発生及びまん延の防止

３ 保健衛生の確保

島根労働局 １ 被災者の雇用対策

中四国農政局 １ 武力攻撃災害対策用食料及び備蓄物資の確保

（島根農政事務所） ２ 農業関連施設の応急復旧

近畿中国森林管理局 １ 武力攻撃災害対策用復旧用資材の調達・供給

（島根森林管理署）

中国経済産業局 １ 救援物資の円滑な供給の確保

２ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保

３ 被災中小企業の振興

中国四国産業保安監督部 １ 火薬類、高圧ガス等所掌に係る危険物又はその施設、電気施設、ガス施設等の保

安の確保

２ 鉱山における災害時の応急対策

中国地方整備局 １ 被災時における直轄河川、国道等の公共土木施設の応急復旧

（浜田河川国道事務所） ２ 港湾施設の使用に関する連絡調整

（出雲河川事務所） ３ 港湾施設の応急復旧

（斐伊川・神戸川総合開

発工事事務所）

（松江国道事務所）

（境港湾・空港整備事務

所）

中国運輸局 １ 運送事業者への連絡調整

（島根運輸支局） ２ 運送施設及び車両の安全保安

大阪航空局 １ 飛行場使用に関する連絡調整

（美保空港事務所） ２ 航空機の航行の安全確保
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機関の名称 事務又は業務の大綱

東京・福岡航空交通管制 １ 航空機の安全確保に係る管制上の措置

部

第八管区海上保安本部 １ 船舶内にある者に対する警報及び避難措置の指示の伝達

（浜田海上保安部） ２ 海上における避難住民の誘導、秩序の維持及び安全の確保

（境海上保安部） ３ 生活関連等施設の安全確保に係る立入制限区域の指定等

（境海上保安部隠岐海上 ４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示

保安署） ５ 海上における消化活動及び被災者の救助・救急活動、その他の武力攻撃災害への

対処に関する措置

中国四国地方環境事務所 １ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び提供

２ 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発生量の情報収集

中国四国防衛局 １ 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整

２ 米軍施設内通行等に関する連絡調整

【指定公共機関及び指定地方公共機関】

機関の名称 事務又は業務の大綱

【災害研究機関】 １ 武力攻撃災害に関する指導、助言等

【放送事業者】 １ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除を含む。）の内容並びに

緊急通報の内容の放送

【運送事業者】 １ 避難住民及び緊急物資の運送

２ 旅客及び貨物の運送の確保

【電気通信事業者】 １ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置における協力

２ 通信の確保及び国民保護措置の実施に必要な通信の優先的取扱い

【電気事業者】 １ 電気の安定的な供給

【ガス事業者】 １ ガスの安定的な供給

【水道事業者】 １ 水の安定的な供給

【水道用水供給事業者】

【工業用水道事業者】

【郵便事業者】 １ 郵便の確保

【一般信書便事業者】 １ 信書便の確保

【病院その他医療機関】 １ 医療の確保

【河川管理施設、道路、 １ 河川管理施設、道路、港湾及び空港の管理

港湾、空港の管理者】

日本赤十字社 １ 救援への協力

２ 外国人の安否情報の収集、整理及び回答

日本銀行 １ 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節

２ 銀行その他の金融機関の間で行なわれる資金決済の円滑な確保を通じた信用秩序

の維持
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（３）関係機関の連絡先

【指定行政機関等】

名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

内閣府 大臣官房 千代田区永田町1-6-1 T:03-3581-3513

企画調整課 F:03-3581-4839

国家公安委 連絡先は警察庁と 千代田区霞が関2-1-2 T:03-3581-0141

員会 同様 F:03-3581-0744

警察庁 警備局 千代田区霞が関2-1-2 T:03-3581-0141

警備企画課 F:03-3581-0744

防衛庁 運用局 新宿区市谷本村町5-1 T:03-3268-3111 各都道府県からの連絡の窓口は

運用課 F:03-5225-3022 別紙のとおり

防衛施設庁 総務部 新宿区市谷本村町5-1 T:03-3268-3111

総務課企画室 F:03-5227-2224

金融庁 総務企画局 千代田区霞が関3-1-1 T:03-3506-6433

政策課 F:03-3506-6011

総務省 大臣官房 千代田区霞が関2-1-2 T:03-5253-5089 中防電話:4821

総務課 F:03-5253-5093

消防庁 国民保護・防災部 千代田区霞が関2-1-2 T:03-5253-7550

防災課国民保護室 F:03-5253-7543

法務省 大臣官房 千代田区霞が関1-1-1 T:03-3580-4160

秘書課政策評価企 F:03-3592-7009

画室

公安調査庁 総務部 千代田区霞が関1-1-1 T:03-3592-2638

総務課 F:03-3592-6605

外務省 大臣官房総務課 千代田区霞が関2-2-1 T:03-5501-8059

危機管理調整室 F:03-5501-8057

財務省 大臣官房総合政策 千代田区霞が関3-1-1 T:03-3581-7934

課 F:03-5251-2163

企画官室

国税庁 長官官房 千代田区霞ヶ関3-1-1 T:03-3581-4161

総務課 F:03-3593-0401

文部科学省 大臣官房 千代田区丸の内2-5-1 T:03-6734-2290 中央防災無線電話:6412

文化施設企画部 F:03-6734-3690 中央防災無線FAX:6441

施設企画課防災推 危機管理WAN電話:44113

進室 危機管理WANFAX:44902

文化庁 連絡先は文部科学 千代田区丸の内2-5-1 T:03-6734-2290 中央防災無線電話:6412

省と同様 F:03-6734-3690 中央防災無線FAX:6441

危機管理WAN電話:44113

危機管理WANFAX:44902
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

厚生労働省 社会・援護局 千代田区霞ヶ関1-2-2 T:03-3595-2612

総務課 F:03-3503-3099

農林水産省 総合食料局 千代田区霞ヶ関1-2-1 T:03-3502-7942

食料企画課 F:03-3591-1648

林野庁 連絡先は農林水産 千代田区霞が関1-2-1 T:03-3501-3884

省と同様 F:03-3591-1648

水産庁 連絡先は農林水産 千代田区霞が関1-2-1 T:03-3501-3884

省と同様 F:03-3591-1648

経済産業省 連絡先は原子力安 千代田区霞ヶ関1-3-1 T:03-3501-1637

全・保安院と同様 F:03-3501-1167

資源エネル 総合政策課 千代田区霞が関1-3-1 T:03-3501-1511

ギー庁

中小企業庁 長官官房 千代田区霞が関1-3-1 T:03-3501-1511

官房参事官室

原子力安全 企画調整課 千代田区霞が関1-3-1 T:03-3501-1637

・保安院 F:03-3501-1167

国土交通省 危機管理室 千代田区霞ヶ関2-1-3 T:03-5253-8888

F:03-5253-8891

国土地理院 総務部 茨城県つくば市北郷1 T:029-864-4148

総務課 F:029-864-1807

気象庁 総務部 千代田区大手町1-3-4 T:03-3211-3014

総務課 F:03-3201-0682

海上保安庁 総務部 千代田区霞が関2-1-3 T:03-3591-9822

国際・危機管理官 F:03-3580-8778

環境省 大臣官房総務課 千代田区霞ヶ関1-2-2 T:03-3580-1374

F:03-3580-2517

【国の関係出先機関】

《指定地方行政機関》

名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

中国管区警察局 広域調整部 広島市中区上八丁堀6-30 T:082-228-6411

災害対策官 (内線5521)

F:082-228-3920

広島防衛施設局 総務部総務課 広島市中区上八丁堀6-30 T:082-223-8284

F:082-223-8102
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

中国総合通信局 総務部総務課 広島市中区東白島19-36 T:082-222-3302

F:082-221-0075

M:chugoku-soumu@

rbt.soumu.go.jp

中国財務局 総務部総務課 広島市中区上八丁堀6-30 T:082-221-9221

F:082-502-3688

松江財務事務所 総務課 松江市向島町134-10 T:0852-21-5231

松江地方合同庁舎内 F:0852-26-3134

M:matsue.soumu@

tg.lfb-mof.go.jp

神戸税関 総務部総務課 神戸市中央区新港町12-1 T:078-333-3010､

総務第一係 078-333-3000(24

H)

F:078-333-3134

M:somu1@kobe-cus

toms.go.jp

浜田税関支署 浜田市長浜町1785-16 T:0855-27-0366

浜田港湾合同庁舎内 F:0855-27-4180

M:hamada@kobe-

customs.go.jp

境税関支署 総務課 境港市昭和町9番地 T:0859-42-2228

境港港湾合同庁舎内 F:0859-42-3893

M:sakai@kobe-

customs.go.jp

中国四国厚生局 総務課 広島市中区上八丁堀6-30 T:082-223-8181

F:082-223-8155

島根労働局 総務部総務課 松江市向島町134-10 T:0852-20-7004

松江地方合同庁舎5F F:0852-20-7023

中国四国農政局 企画調整室 岡山市下石井1-4-1 T:086-224-4511

岡山第2合同庁舎 (内線2115)

086-224-9400(夜)

F:086-235-8115

島根農政事務所 総務課 松江市東朝日町192 T:0852-24-7311

F:0852-27-0641

M:shimanenousei@

chushi.maff.go.jp
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

近畿中国森林管理局 企画調整室 大阪市北区天満橋1-8-75 T:06-6881-3402

F:06-6881-3415

島根森林管理署 総務課 松江市内中原町207 T:0852-24-5452

F:0852-24-5454

中国経済産業局 総務企画部 広島市中区上八丁堀6-30 T:082-224-5615

総務課 F:082-224-5640

中国四国産業保安監督部 管理課 広島市中区上八丁堀6-30 T:082-224-5753

F:082-224-5699

M:kanri-chugoku@

meti.go.jp

島根原子力保安検査 松江市内中原町52 T:0852-22-1947

官事務所 島根県原子力防災ｾﾝﾀｰ F:0852-28-4879

中国地方整備局 企画部防災課 広島市中区上八丁堀6-30 T:082-221-9231 ﾏｲｸﾛ回線:

携:090-4570-0035 87-3125

F:082-227-2651

M:bousai@cgr.mli

t.go.jp

中国運輸局 交通環境部 広島市中区上八丁堀6-30 T:082-228-3495

環境･安全防災 F:082-228-3629

課 携:080-1919-1830

M:chugoku-koukan

@cgt.mlit.go.jp

島根運輸支局 松江市馬潟町43-3 T:0852-38-8111

F:0852-37-2030

携:080-1937-2776

大阪航空局 総務部 大阪市中央区大手前4-1- T:06-6949-6211､

航空保安対策 76 大阪合同庁舎内 06-6949-0239

課 F:06-6945-8460

美保空港事務所 管理課 境港市佐斐神町2064 T:0859-45-6111

F:0859-47-2050

M:cab-miho@muse.

ocn.ne.jp

東京航空交通管制部 総務課 所沢市並木1-12 T:04-2992-1181

F:04-2992-1925
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

福岡航空交通管制部 総務課 福岡市東区大字奈多字小 T:092-607-7111

瀬抜1302-17 F:092-607-0474

M:faccsoumu@facc

.mlit.go.jp

大阪管区気象台 総務部業務課 大阪市中央区大手前4-1- T:06-6949-6300

76 大阪合同庁舎内 F:06-6949-6139

松江地方気象台 防災業務課 松江市西津田7-1-11 T:0852-22-3784

F:0852-22-3827

第八管区海上保安本 総務部総務課 舞鶴市字下福井901 T:0773-76-4100㈹

部 舞鶴港湾合同庁舎 F:0773-76-4103

浜田海上保安部 警備救難課 浜田市長浜町1785-16 T:0855-27-0771

F:0852-27-0771

境海上保安部 警備救難課 境港市昭和町9-1 T:0859-42-2531

F:0859-42-2531

《自衛隊》

名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

陸上自衛隊中部方面 防衛部 伊丹市緑ケ丘7-1-1 T:072-782-0001

総監部 (内線2256)

(当直2259)

海上自衛隊舞鶴地方 第３幕僚室 舞鶴市字余部下1190 T:0773-62-2250

総監部 (内線2222)

(当直2223)

F:0773-64-3609

M:mrh-op@mm.jmsdf

.go.jp

航空自衛隊第３輸送 防衛部 境港市小篠津町2256 T:0859-45-0211

航空隊 (内線231)

(当直225)
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【関係指定公共機関】

名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

日本放送協会 報道局 気象・ 渋谷区神南2-2-1 T:03-5455-3409

災害センター F:03-3465-1936

松江放送局放 松江市灘町1-21 T:0852-24-4511

送部（報道） F:0852-27-5856

西日本旅客鉄道(株) 経営企画本部 大阪市北区芝田2-4-24 T:06-6375-8917

経営企画ｸﾞﾙｰ F:06-6375-8976

ﾌﾟ

米子支社総務 米子市弥生町2 T:0859-32-0255

企画室総務 F:0859-32-8028

(株)エアーニッポン ※業務計画策定後

日本航空ジャパン(株) ㈱日本航空 品川区東品川2-4-11 T:03-5769-6032

経営企画室 F:03-5769-6482

JALｾｰﾙｽ山陰支 松江市御手船場町565-8 T:0852-28-1222

店

中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ(株) 総務部総務企 広島市南区松原町1-6 T:082-261-0512

画課 F:082-264-2546

M:general@chugoku

-jrbus.co.jp

西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ(株) 総務部総務グ 大阪市此花区北港1-3-23 T:06-6466-8651

ループ F:06-6466-7310

日本通運(株) 作業管理部広 港区東新橋1-9-4 T:03-6251-1430

域自動車輸送 F:03-6251-6676

専任

松江支店総務 松江市平成町182-9 T:0852-21-0202

課 F:0852-21-0204

佐川急便(株) 労務運行管理 京都市南区上鳥羽角田町 T:075-691-6500

部 68 F:075-681-2349

中国支社松江 松江市平成町182-41 T:0852-28-2662

営業所 F:0852-28-2676

西濃運輸(株) 営業企画管理 岐阜県大垣市田口町1 T:0584-82-5025

室 F:0584-82-5041

松江支店 八束郡東出雲町出雲郷丁 T:0852-52-4111

ヶ坪1637-1 F:0852-52-4112
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

福山通運(株) 社長室CSR推進 江東区越中島3-6-15 T:03-3643-0292

室 F:03-3643-3730

松江市東津田町1247 T:0852-26-3514

F:0852-23-3894

ヤマト運輸(株) 社会貢献部 中央区銀座2-16-10 T:03-3541-3411

F:03-3542-3887

津山主管支店 岡山県苫田郡鏡野町古川 T:0868-54-1189

社会貢献課 1072-5 F:0868-54-1984

M:y0770021@kuro

nekoyamato.co.jp

西日本電信電話(株) 災害対策本部 大阪市中央区馬場町3-8 T:06-4793-7471

F:06-6949-4630

島根支店 松江市東朝日町102 T:0852-20-7529

災害対策室 F:0852-20-7921

(株)ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ中 災害対策室 広島市西区商工ｾﾝﾀｰ2-6- T:082-501-2127

国 2 F:082-501-2203

島根支店 松江市東朝日町88-1 T:0852-25-9501

F:0852-25-9504

ＫＤＤＩ(株) 運用本部運用 新宿区西新宿2-3-2 T:03-3347-5299

管理部統括ｸﾞﾙ ＫＤＤＩビル F:03-3347-6243

ｰﾌﾟ

中国総支社管 広島市中区胡町4-21 T:082-242-0163､

理部 朝日生命広島胡町ﾋﾞﾙ7F 夜080-5065-9940

F:082-242-0434

M:chugoku-te@kdd

i.com

日本テレコム(株) 総務部 港区東新橋1-9-1 T:03-6888-8000㈹

東京汐留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ F:03-3572-5540

ボーダフォン(株) 総務部ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ 港区東新橋1-9-1 T:03-6889-6304

ｾｷｭﾘﾃｨ室 東京汐留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ F:03-6889-6603

携:090-9834-5847

中国電力(株) CSR推進部門 広島市中区小町4-33 T:082-523-6140

総務担当 F:082-523-6150

島根支社総務 松江市母衣町115 T:0852-77-3001

担当 F:0852-77-3002
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

日本郵政公社 本社CSR室 千代田区霞が関1-3-2 T:03-3504-4624

F:03-3506-6732

松江中央郵便 松江市東朝日町138 T:0852-21-3600

局総務課 F:0852-25-3429

M:daihyo-53001@

smn.japanpost.jp

独立行政法人国立病院機構 本部 目黒区東が丘2-5-21 T:03-5712-5050

総務部総務課 F:03-5712-5081

中国四国ﾌﾞﾛｯｸ 東広島市西条町寺家513 T:082-493-6606

事務所総務経 F:082-493-6616

理課

西日本高速道路株式 管理事業本部 大阪市北区堂島1-6-20 T:06-6344-7149

会社 管理事業統括ﾁ 堂島アバンザ F:06-6344-7186

ｰﾑ

中国支社保全ｻ 広島市安佐南区緑井 T:082-831-4453

ｰﾋﾞｽ事業部保 2-26-1 F:082-831-4576

全ｻｰﾋﾞｽ事業統

括ｸﾞﾙｰﾌﾟ

日本赤十字社 救護・福祉部 港区芝大門1-1-3 T:03-3437-7084

救護課 F:03-3435-8509

島根県支部業 松江市内中原町40 T:0852-21-4237

務推進課 F:0852-31-2411

M:redcross@shima

ne.jrc.or.jp

日本銀行 決済機構局業 中央区日本橋本石町2-1- T:03-3277-3546

務継続計画担 1 F:03-3548-2317

当

松江支店総務 松江市母衣町55-3 T:0852-32-1500

課 F:0852-32-2042

【指定地方公共機関】

名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

（株）山陰放送 報道制作局報 米子市西福原1-1-71 T:0859-33-0806

道部 F:0859-33-4130

M:bsshodo@bss.jp
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

山陰中央ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送 報道制作局報 松江市西川津町721 T:0852-31-0107

（株） 道部 F:0852-22-4490

日本海ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送 報道制作部報 鳥取市田園町4-360 T:0857-27-2152

（株） 道デスク （松江市袖師町2-38） F:0857-27-2191

M:hodo@nkt-tv.c

o.jp

山陰ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ（株） 総務課 松江市学園1-2-27 T:0852-23-2522

F:0852-24-9111

M:info@mable.co.

jp

出雲ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ（株） 制作課 出雲市渡橋町228-1 T:0853-21-9811

F:0853-21-9810

M:info@icv.ne.jp

石見ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ（株） 業務部制作課 浜田市竹迫町2886 T:0855-23-4883 ※浜田市総務課経

山陰中央新報浜田ﾋﾞﾙ内 F:0855-23-4853 由でL字ｼｽﾃﾑによる

M:info@iwamicat 緊急放送が可能

v.jp

ひらたＣＡＴＶ（株） 業務部 出雲市平田町2110-1 T:0853-63-5539

F:0853-63-5538

M:gyomu@hit-5.net

（株）ｴﾌｴﾑ山陰 放送部 松江市殿町383 T:0852-27-9882

F:0852-27-5130

M:fm-sanin@fm-sa

nin.co.jp

日本エアコミュータ 総務部総務グ 鹿児島県霧島市溝辺町麓 T:0995-58-2151

ー（株） ループ 787-4 F:0995-58-3904

隠岐汽船（株） 海務課 隠岐郡隠岐の島町中町目 T:08512-2-1122

貫の四､10番地内2､11番 F:08512-2-1126

地内2 M:okikisen@bronz

e.ocn.ne.jp

一畑電気鉄道（株） 総務部総務課 松江市中原町49 T:0852-26-1313

F:0852-22-8604

一畑バス（株） 管理部運行課 松江市西川津町1656-1 T:0852-20-5200

F:0852-20-5201

石見交通（株） 総務部総務課 益田市幸町2-63 T:0856-22-1100

F:0856-24-0077
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

松江一畑交通（株） 総務部総務課 松江市上東川津町1238 T:0852-22-3681

F:0852-25-4334

M:matsue@ichibat

a.co.jp

出雲ガス（株） 施設部 出雲市今市町1151 T:0853-21-0267

F:0853-21-0320

M:izgas01@lime.o

cn.ne.jp

浜田ガス（株） 総務部総務課 浜田市港町296-1 T:0855-22-1580

F:0855-23-5293

M:hghamada@orang

e.ocn.ne.jp

島根県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会 松江市千鳥町15 T:0852-21-9716

F:0852-27-8050

M:shimalpg@bronz

e.ocn.ne.jp

島根県医師会 庶務課 松江市袖師町1-31 T:0852-21-3454

F:0852-26-5509

M:office@ns.shim

ane.med.or.jp

島根県看護協会 事務局総務係 松江市袖師町7-11 T:0852-25-0330

F:0852-25-3157

M:shimakk@carro

t.ocn.ne.jp

【県支部（出先機関）】

名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

隠岐支庁 県民局総務ｸﾞﾙ 隠岐郡隠岐の島町港町塩 T:08512-2-9603

ｰﾌﾟ 口24 F:08512-2-9626

M:oki-kemmin@pre

f.shimane.lg.jp

東部県民センター 管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ 松江市東津田町1741-1 T:0852-32-5609

F:0852-32-5633

M:tobu-kemmin@pr

ef.shimane.lg.jp
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

東部県民センター雲 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ 雲南市木次町里方531-1 T:0854-42-9505

南事務所 F:0854-42-9649

M:kemmin-unnan@p

ref.shimane.lg.jp

東部県民センター出 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ 出雲市大津町1139 T:0853-30-5506､5

雲事務所 507

F:0853-30-5516

M:kemmin-izumo@p

ref.shimane.lg.jp

西部県民センター 管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ 浜田市片庭町254 T:0855-29-5527

F:0855-29-5524

M:seibu-kemmin@p

ref.shimane.lg.jp

西部県民センター県 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ 大田市大田町大田ｲ236-4 T:0854-84-9572

央事務所 F:0854-84-9578

M:kemmin-keno@pr

ef.shimane.lg.jp

西部県民センター益 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ 益田市昭和町13-1 T:0856-31-9505

田事務所 F:0856-31-9525

M:kemmin-masuda@

pref.shimane.lg.jp

県央県土整備事務所 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ 邑智郡川本町川本279 T:0855-72-9603

F:0855-72-9644

M:keno-kendo@pre

f.shimane.lg.jp

【市町村機関】

《国民保護担当課》

名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

松江市 総務部防災安全課 松江市末次町86 T:0852-55-5115

F:0852-55-5617

携:090-2007-3772

M:bousai@city.

matsue.shimane.jp
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

浜田市 総務部安全安心推進課 浜田市殿町1 T:0855-22-2612

F:0855-23-1866

M:soumu@city.ham

ada.lg.jp

出雲市 総務部防災安全課 出雲市今市町109-1 T:0853-21-6606

F:0853-21-2222

M:soumu@city.izu

mo.shimane.jp

益田市 総務部危機管理課 益田市常盤町1-1 T:0856-31-0601

F:0856-23-5001

M:ciiki@city.mas

uda.lg.jp

大田市 総務部危機管理室 大田市大田町大田ﾛ1111 T:0854-82-1600

F:0854-82-8944

M:o-sosoumu@iwam

igin.jp

安来市 総務企画部危機管理課 安来市安来町878-2 T:0854-23-3000㈹

F:0854-23-3152

M:soumu@city.yas

ugi.shimane.jp

江津市 総務部総務課 江津市江津町1525 T:0855-52-2501

F:0855-52-1380

M:somuka@city.go

tsu.lg.jp

雲南市 総務部危機管理室 雲南市木次町木次1013-1 T:0854-40-1027

F:0854-40-1029

M:soumu@city.unn

an.shimane.jp

東出雲町 総務課 八束郡東出雲町揖屋町1142 T:0852-52-2311

F:0852-52-5754

M:soumu@town.hig

ashiizumo.shiman

e.jp

奥出雲町 総務課 仁多郡奥出雲町三成358-1 T:0854-54-2505

F:0854-54-1229

M:soumu@town.oku

izumo.shimane.jp
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

飯南町 総務課 飯石郡飯南町下赤名890 T:0854-76-2211

F:0854-76-2221

川本町 総務財政課 邑智郡川本町川本545-1 T:0855-72-0631

F:0855-72-0635

M:kawamoto@kawam

oto-town.jp

美郷町 総務課 邑智郡美郷町粕淵168 T:0855-75-1211

F:0855-75-1218

M:soumu@town.shi

mane-misato.lg.jp

邑南町 総務課危機管理室 邑智郡邑南町矢上6000 T:0855-95-1111 防災行政無線

F:0855-95-2351 地上系、衛星系:8-54

M:somu@town-ohna 5-2-1015､FAX：8-545

n.jp -81

津和野町 総務財政課 鹿足郡津和野町日原54-25 T:0856-74-0021､

0028（直）

F:0856-74-0002

M:soumu@town.tsu

wano.lg.jp

吉賀町 総務課 鹿足郡吉賀町六日市750 T:0856-77-1111

F:0856-77-1891

M:somu@town.yosh

ika.lg.jp

海士町 総務課 隠岐郡海士町海士1490 T:08514-2-0111～ 防災行政無線

0113 電話:634-2-103

F:08514-2-0208 ､634-2-106

M:soumu@town.am

a.shimane.jp

西ノ島町 総務課 隠岐郡西ノ島町浦郷534 T:08514-6-0101 防災行政無線

F:08514-6-0683 電話:635-2-20､

M:info@town.nish 635-2-21､635-5防災

inoshima.shiman 行政無線FAX:635-1

e.jp
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

知夫村 総務課 隠岐郡知夫村1065 T:08514-8-2211

F:08514-8-2093

M:saki-shingo@ch

ibu.jp

隠岐の島町 危機管理室 隠岐郡隠岐の島町城北町1 T:08512-2-2111

F:08512-2-6005

M:bousai@town.ok

inoshima.shiman

e.jp

《教育委員会》

名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

松江市 教育総務課 松江市末次町86 T:0852-55-5424

教育委員会 F:0852-55-5534

M:e-soumu@city.m

atsue.shimane.jp

浜田市 教育総務課 浜田市殿町1 T:0855-22-2612

教育委員会 F:0855-22-5090

M:kyouiku@city.h

amada.lg.jp

出雲市 教育政策課 出雲市今市町109-1 T:0853-21-6874

教育委員会 F:0853-23-3640

M:kyouiku-seisak

u@city.izumo.shi

mane.jp

益田市 教育総務課 益田市常盤町1-1 T:0856-31-0441

教育委員会 F:0856-24-1380

M:kyouiku@masuda

-school.ed.jp

大田市 総務課 大田市大田町大田ﾛ1111 T:0854-82-1600､

教育委員会 0294（直）

F:0854-82-5395

M:o-kyosoumu@iwa

migin.jp
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

安来市 安来市伯太町東母里580 T:0854-23-3310

教育委員会 F:0854-23-3381

M:kyouiku@city.y

asugi.shimane.jp

江津市 学校教育課 江津市江津町1525 T:0855-52-2501

教育委員会 F:0855-52-4369

M:gakkoukyoikuka

@city.gotsu.lg.jp

雲南市 教育総務課 雲南市木次町木次1013-1 T:0854-40-1071

教育委員会 F:0854-40-1029

M:kyouikusoumu@c

ity.unnan.shiman

e.jp

東出雲町 社会教育グループ 八束郡東出雲町揖屋町1142 T:0852-52-6713

教育委員会 F:0852-52-5754

M:kyoi-syakai@

town.higashiizumo

.shimane.jp

奥出雲町 教育課 仁多郡奥出雲町横田1037 T:0854-52-2680

教育委会 F:0854-52-3048

M:kyouiku@town.o

kuizumo.shimane.

jp

飯南町 飯石郡飯南町頓原2084-4 T:0854-72-0301

教育委員会 F:0854-72-1354

川本町 教育課 邑智郡川本町川本332-15 T:0855-72-0594

教育委員会 F:0855-72-1061

美郷町 教育課 邑智郡美郷町粕淵168 T:0855-75-1217

教育委員会 F:0855-75-1386

M:kyouiku@town.s

himane-misato.l

g.jp
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

邑南町 学校教育課 邑智郡邑南町淀原153-1 T:0855-83-1127､

教育委員会 1126

F:0855-83-2013

M:shogai@town-oh

nan.lg.jp

津和野町 鹿足郡津和野町後田64-6 T:0856-72-1854

教育委員会 F:0856-72-1650

M:kyouiku@town.

tsuwano.lg.jp

吉賀町 鹿足郡吉賀町六日市648 T:0856-77-1285

教育委員会 F:0856-77-0040

M:kyoiku@town.yo

shika.lg.jp

海士町 生涯学習係 隠岐郡海士町海士1490 T:08514-2-1222

教育委員会 F:08514-2-1633

M:kyouikuiinkai@

town.ama.shiman

e.jp

西ノ島町 総務教育課 隠岐郡西ノ島町別府46 T:08514-7-8021

教育委員会 F:08514-7-8022

知夫村 隠岐郡知夫村1065 T:08514-8-2301

教育委員会 F:08514-8-2302

M:kyouikuiinkai@

chibu.jp

隠岐の島町 総務学校教育課 隠岐郡隠岐の島町栄町14 T:08512-2-2206

教育委員会 37 F:08512-2-0619

M:kyouiku-soumu@

town.okinoshima.

shimane.jp

【消防機関】

名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

松江市消防本部 消防総務課 松江市学園南1丁目17-3 T:0852-31-9119

F:0852-22-9876

M:m0119@web-

sanin.co.jp
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名称 担当部署 所 在 地 電話・ＦＡＸ その他の

e-mail 連絡方法

安来市消防本部 警防課 安来市安来町917-28 T:0854-22-0119

F:0854-23-1987

M:shoubou-k@cit

y.yasugi.shiman

e.jp

雲南消防本部 通信指令課 雲南市木次町里方1100-6 T:0854-40-0119

F:0854-42-2444

M:shireika@unnan

119.jp

出雲市消防本部 警防課 出雲市渡橋町253-1 T:0853-21-6924 防災行政無線

F:0853-21-6925 電話:510-2-248

M:keibou@izumo01

19.or.jp

大田市消防本部 総務課 大田市大田町大田イ421-1 T:0854-82-0650

F:0854-82-6570

M:ohdafd-soumu@i

wamigin.jp

江津邑智消防組合消 総務課 江津市渡津町961-19 T:0855-52-0119

防本部 F:0855-52-0201

M:headoffice@got

su119.or.jp

浜田市消防本部 警防課 浜田市原井町908-11 T:0855-22-0119

F:0855-23-1228

M:s-soumu@city.h

amada.shimane.jp

益田広域消防本部 警防課 益田市あけぼの東町8-6 T:0856-31-0240 通信司令室

F:0856-24-2217 T:0856-31-0223

M:keibou1@fd-mas F:0856-31-0225

uda.net

隠岐広域連合消防本 警防課 隠岐郡隠岐の島町城北町 T:08512-2-2299

部 163 F:08512-2-3991

M:oki-fd@aqua.oc

n.ne.jp
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２ 動員体制

（１）町職員の参集基準

【職員参集基準】

体 制 参 集 基 準

①危機管理室体制 危機管理室職員が参集

②緊急事態連絡室体制 原則として、町国民保護対策本部体制に準じて職員の参集

を行うが、具体的な参集基準は、個別の事態の状況に応じ、

その都度判断

③町国民保護対策本部体制 全ての町職員が本庁又は支所に参集（但し、避難施設及び

阿須那診療所に勤務する職員はその施設等へ参集）

【事態の状況に応じた初動体制の確立】

事態の状況 体制の判断基準 体制

事態認定前 町の全ての課等での対応は不要だが、情報収集等の対応が必要な ①

場合

町の全ての課等での対応が必要な場合（現場からの情報により多 ②

数の人を殺傷する行為等の事案の発生を把握した場合）

事態認定後 町国民保護対策本部設 町の全ての課等での対応は不要だが、情 ①

置の通知がない場合 報収集等の対応が必要な場合

町の全ての課等での対応が必要な場合（現 ②

場からの情報により多数の人を殺傷する

行為等の事案の発生を把握した場合）

町国民保護対策本部設置の通知を受けた場合 ③

①、②、③の体制を整えるかどうかの判断は、それぞれ、総務課長、町長が行う。

（２）町職員の数

（平成３１年４月１日現在）

課名等 人数 課名等 人数 課名等 人数

議会事務局 2 保健課 18 羽須美支所 窓口 7

総務課・危機管理・情報 14 阿須那診療所 1 羽須美支所 事業 4

管財課 8 建設課 10 矢上診療所 4

財務課 14 農林振興課 9 派遣職員 0

会計課 3 水道課 9 産休、育児休業等 5

地域みらい課 14 学校教育課 19

商工観光課 7 生涯学習課 25

町民課 12 瑞穂支所 窓口 9 合 計 218

福祉課 15 瑞穂支所 事業 8
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（３）消防団員の数

（平成３１年４月１日現在）

管轄区域 分団 人数 管轄区域 分団 人数 管轄区域 分団 人数

阿須那 第１分団 48 田所 第３分団 56 矢上 第８分団 59

口羽 第２分団 41 出羽 第４分団 51 中野 第９分団 42

高原 第５分団 44 井原 第10分団 32

布施 第６分団 27 日貫 第11分団 36

市木 第７分団 32 日和 第12分団 44

羽須美計 89 瑞穂計 210 石見計 213

団 長 1 副 団 長 3 女性消防隊 9

合 計 525

３ 人口及び世帯数
※外国人を含む （平成３１年３月３１日現在）

大 字 世帯数 人 口 65歳以上 75歳以上

総 数 男 女 人 口 人 口

戸河内 62 122 59 63 69 48

阿須那 127 294 131 163 148 94

木須田 10 24 9 15 11 9

宇都井 60 103 44 59 75 50

今井 7 11 6 5 8 5

雪田 78 155 79 76 91 60

上口羽 36 63 29 34 46 34

下口羽 223 452 201 251 243 172

上田 91 197 101 96 111 74

市木 193 419 199 220 192 114

上田所 158 337 151 186 188 129

下田所 244 574 255 319 171 115

上亀谷 169 291 130 161 153 115

下亀谷 84 235 112 123 96 55

鱒渕 153 364 177 187 173 90

三日市 72 185 84 101 89 62

出羽 148 233 142 91 81 33

山田 43 98 54 44 32 22

淀原 55 137 61 76 42 31

岩屋 38 118 59 59 49 25

久喜 24 46 22 24 29 14

大林 7 14 8 6 6 2
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大 字 世帯数 人 口 65歳以上 75歳以上

総 数 男 女 人 口 人 口

上原 15 36 17 19 19 14

原村 65 177 86 91 77 47

和田 60 149 83 66 86 47

高見 169 394 184 210 169 118

伏谷 40 97 43 54 47 21

八色石 35 82 37 45 40 24

布施 49 102 47 55 57 38

矢上 908 2,187 1,044 1,143 808 431

中野 816 1,500 755 745 606 336

井原 264 652 302 350 294 170

日貫 200 446 204 242 234 115

日和 173 408 195 213 181 108

合 計 4,887 10,693 5,105 5,588 4,714 2,808

４ 輸送関連

（１）道路通行規制基準

【降雨・出水時の通行規制】

路線名 河川名 規制区間 規制距離 規制基準 備考

県道浜田作木線 出羽川 高見～雪田 5,000ｍ 時間雨量30㎜以上 冠水

連続雨量120㎜以上 落石

県道邑南美郷線 江の川 宇都井大橋～落合 1,800ｍ 江の川水位が5.5ｍ 道路水没

を超えた場合

江の川 角谷付近 800ｍ 江の川水位が5.8ｍ 道路水没

を越えた場合

江の川 落合～昭和橋 3,000ｍ 江の川水位が7.6ｍ 道路水没

を越えた場合

江の川 昭和橋～口羽大橋 900ｍ 江の川水位が7.6ｍ 道路水没

を越えた場合

美郷町都賀西～ 6,900ｍ 時間雨量25㎜以上 落石

下口羽 連続雨量120㎜以上

県道邑南高宮線 大林～戸河内 9,500ｍ 時間雨量20㎜以上 落石

連続雨量80㎜以上 土砂災害
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路線名 河川名 規制区間 規制距離 規制基準 備考

町道川下線 日貫川 全線 6,117ｍ 時間雨量20㎜以上 道路水没

連続雨量80㎜以上

町道坪木西之原線 出羽川 交流センター～ 600ｍ 江の川水位が2.6ｍ 道路水没

羽須美建設事務所 を超えた場合

町道西之原山根線 江の川 青山～三国橋 650ｍ 江の川水位が4.5ｍ 道路水没

を越えた場合

江の川 丹度橋～青山谷口 1,000ｍ 江の川水位が6.5ｍ 道路水没

を越えた場合

【重量による通行規制】

路線名 規制箇所 規制内容

県道甲田作木線 上田 明神橋 11ｔ

（２）バス・タクシー事業所別車両保有台数

事業所名 所在地 バス タクシー 電話番号 備考

矢上タクシー 矢上68 4 95-0101

石見タクシー 中野1039-4 3 95-1238

石見タクシー井原営業所 井原2248 2 95-0331

島根中央バス事業協同組合 矢上63-5 95-0554 ＮＴＳ観光

はすみ観光

ＮＴＳ観光 矢上63-5 5 95-0554

邑南タクシー 三日市520 1 93-1005

瑞穂タクシー 下田所359-1 1 83-0166

市木タクシー 市木1938 1 83-0120

羽須美タクシー 下口羽1288-4 3 83-0015

88-0660

はすみ観光 阿須那208-1 4 88-0007

（３）公用車一覧表

全体
番号

自動車登録番号 メーカー 車　　名
初度登録
年     月

主たる管理課等
所有/
リース

自動車の
種別・用途

1 島根 ３００ ゆ ３４５４ マツダ アテンザ 平成21年6月 議会事務局 邑南町 普通(乗用)

2 島根 ３００ ひ 　９４７ ニッサン リーフ 平成31年3月 総務課
日産
貸与

普通(乗用)

3 島根 ５０１せ ２７４０ マツダ デミオ 平成29年1月 総務課 邑南町 小型(乗用)

4 島根 ８００ さ ５１５０ スバル レガシー 平成20年2月 総務課 邑南町 普通(特種)
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5 島根 ４８０ え ７９６０ マツダ スクラム バン 平成20年12月 管財課 邑南町 軽自動車（貨物）

6 島根 ５８０ に 　　８５ マツダ スクラム ワゴン 平成25年6月 管財課 邑南町 軽自動車（乗用）

7 島根 ５８０ ひ ５３６５ マツダ フレア ワゴン 平成27年7月 地域みらい課 リース 軽自動車（乗用）

8 島根 ５８０ と ７３８５ ダイハツ ミラ 平成20年4月
地域みらい課
（羽須美振興推進室）

邑南町 軽自動車（乗用）

9 島根 ３００ ね ７０３８ マツダ  プレマシー （７人乗） 平成28年6月 商工観光課 リース 普通(乗用)

10 島根 ５８０ ま ８５１６ マツダ フレア ワゴン 平成29年1月 商工観光課 邑南町 軽自動車（乗用）

11 島根 ３００ に 　４３５ マツダ ＣＸ-５ 平成24年12月 管財課 邑南町 普通(乗用)

12 島根 ３００ ぬ ３４７０ マツダ アクセラ 平成26年8月 管財課 邑南町 普通(乗用)

13 島根 ５００ み ７０２３ マツダ デミオ 平成22年11月 管財課 邑南町 小型(乗用)

14 島根 ５００ ち ９５９４ トヨタ ヴィッツ 平成14年3月 管財課 邑南町 小型(乗用)

15 島根 ５００ や 　６８２ トヨタ
カローラ
フィールダー

平成25年6月 管財課 邑南町 小型(乗用)

16 島根 ５０１せ １５６８ マツダ デミオ 平成28年12月 管財課 邑南町 小型(乗用)

17 島根 ５０１ さ ５７４４ マツダ デミオ 平成27年7月 管財課 リース 小型(乗用)

18 島根 ３００ の ６３２５ トヨタ
ヴェルファイア ＨＶ
（町長専用車）

平成29年7月 総務課 邑南町 普通(乗用)

19 島根 ２００ さ 　８５４ 日　野
リエッセⅡ (２２人乗)
（ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ 石見庁舎）

平成25年2月 管財課 邑南町
普通(乗合)
マイクロバス

20 島根 ２００ さ 　８８６ 　 日　野
リエッセⅡ (２２人乗)
（ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ 瑞穂支所）

平成25年9月 管財課 邑南町
普通(乗合)
マイクロバス

21 島根 ３００ て ６５１８ トヨタ
ハイエース ワゴン
（１０人乗）

平成20年6月 管財課 邑南町 普通(乗用)

22 島根 ２００ さ 　８５５ 日　野
リエッセⅡ (２７人乗)
（大朝線）

平成25年2月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス

23 島根 ２００ さ 　７１６ 三　菱
ローザ （２８人乗)
（ふくし号）

平成22年11月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス

24 島根 ２００ さ 　９０９ トヨタ
ハイエース ワゴン
（１４人乗） （瑞穂インター線）

平成26年2月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス

全体
番号

自動車登録番号 メーカー 車　　名
初度登録
年     月

主たる管理課等
所　有
リース

別

自動車の
種別・用途

25 島根 ２００ は 　１７０ 日　野
ポンチョ  (３２人乗)
（口羽矢上線）

平成28年1月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス

26 島根 ８００ さ　８９０７ 日　野
メルファ デラックス
 (５４人乗)
 （邑南川本線１号車）

平成23年3月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス

27 島根 ３００ は １４９３ 日　野
メルファ デラックス
 (５４人乗)
 （邑南川本線２号車）

平成23年3月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス
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28 島根 ２００ さ 　２５５ ニッサン
セレナ （６人乗）
（江平上ヶ畑引城線）

平成30年2月 地域みらい課 邑南町
小型(特種)
町営バス

29 島根 ５００ ち ９５９４ トヨタ
ハイエース ワゴン
（１０人乗）（宇都井口羽線）

平成30年3月 地域みらい課 邑南町  普通(乗用)町営バス

30 島根 ４８０ か １４９４ 三　菱  ローザ (２９人乗)（予備車）　瑞穂インター線平成15年11月 地域みらい課 邑南町  普通(乗合)町営バス

31 島根 ４８０ く　　５３８ 三　菱
ローザ (２９人乗)
（予備車）　大朝線

平成16年3月 地域みらい課 邑南町  普通(乗合)町営バス

32 島根 ５００ や 　６８２ マツダ スクラム トラック 平成21年5月 町民課 邑南町 軽自動車（貨物）

33 島根 ４８０ か ２４６８ マツダ スクラム バン 平成23年9月 町民課 邑南町 軽自動車（貨物）

34 島根 ４８０ き ８８２８ マツダ スクラム バン 平成21年6月 財務課 邑南町 軽自動車（貨物）

35 島根 ５０１せ １５６８ スズキ エブリイ バン 平成23年6月 財務課 邑南町 軽自動車（貨物）

36 島根 ５８０ ひ ４１６９ マツダ キャロル 平成27年7月 福祉課 リース 軽自動車（乗用）

37 島根 ４８０ か ２３１５ マツダ フレア 令和元年5月 福祉課 リース 軽自動車（乗用）

38 島根 ５８０ け ９３１６ ダイハツ  ハイゼットカーゴハイブリッド 平成21年6月 福祉課 邑南町 軽自動車（貨物）

39 島根 ５８０ た ２３５１ ダイハツ ミラ 平成20年6月 福祉事務所 邑南町 軽自動車（乗用）

40 島根 ５０１ そ ９００３ ダイハツ ミラ 平成22年11月 福祉事務所 邑南町 軽自動車（乗用）

41 島根 ５０１ さ ５７４４ マツダ デミオ 平成25年5月 農林振興課 リース 小型(乗用)

42 島根 ４８０ く ９４６４ 三　菱 ミニキャブ バン 平成24年9月 農林振興課 リース 軽自動車（貨物）

43 島根 ４８０ き ８７５２ 三　菱 ミニキャブ トラック 平成23年6月 農林振興課 邑南町 軽自動車（貨物）

44 島根 ３００ な ６２２９ スズキ エスクード 平成24年5月 建設課 リース 普通(乗用)

45 島根 ３００ ぬ ９７０５ マツダ
プレマシー
 （７人乗）

平成27年6月 建設課 リース 普通(乗用)

46 島根 ５８０ む 　１７９ マツダ スクラム ワゴン 平成29年6月 建設課 リース 軽自動車（乗用）

47 島根 ５８０ す 　４５８ マツダ スクラム ワゴン 平成21年5月 建設課 邑南町 軽自動車（乗用）

48 島根 ５８０ ね １４９２ スズキ
ジムニー
（山林巡視車）

平成23年12月 農林振興課 邑南町 軽自動車（乗用）

49 島根 　４４ ひ １８４４ 日　野 デュトロ 平成31年2月 建設課 邑南町 小型(貨物)
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24 島根 ２００ さ 　９０９ トヨタ
ハイエース ワゴン
（１４人乗） （瑞穂インター線）

平成26年2月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス

全体
番号

自動車登録番号 メーカー 車　　名
初度登録
年     月

主たる管理課等
所　有
リース

別

自動車の
種別・用途

25 島根 ２００ は 　１７０ 日　野
ポンチョ  (３２人乗)
（口羽矢上線）

平成28年1月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス

26 島根 ８００ さ　８９０７ 日　野
メルファ デラックス
 (５４人乗)
 （邑南川本線１号車）

平成23年3月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス

27 島根 ３００ は １４９３ 日　野
メルファ デラックス
 (５４人乗)
 （邑南川本線２号車）

平成23年3月 地域みらい課 邑南町
普通(乗合)
町営バス

全体
番号

自動車登録番号 メーカー 車　　名
初度登録
年     月

主たる管理課等
所　有
リース

別

自動車の
種別・用途

50 島根 　００ も １４８１ ＴＣＭ
ＴＣＭ
（除雪車）

平成7年12月 建設課 邑南町 大型特種

51 島根 ０００ る 　２９２ コマツ
小松メック
（除雪車）

平成21年11月 建設課 邑南町 大型特種

52 島根 ０００ る 　３６２ キャタピラー
除雪ドーザ
（除雪車）

平成23年12月 建設課 邑南町 大型特種

53 島根 ０００ る 　３６５ キャタピラー
除雪ドーザ
（除雪車）

平成24年1月 建設課 邑南町 大型特種

54 島根 ０００ る 　５０３ コマツ
除雪ドーザ
（除雪車）

平成27年11月 建設課 邑南町 大型特種

55 島根 ５０１ す ６１２３ マツダ デミオ 平成28年6月
水道課
（下水道会計)

リース 小型(乗用)

57 島根 ４８０ せ ２４１４ マツダ スクラム バン 平成30年6月
水道課
（下水道会計)

リース 軽自動車（貨物）

58 島根 ４８０ せ ２５５１ マツダ スクラム バン 平成30年6月
水道課
（邑南町水道事業)

リース 軽自動車（貨物）

59 島根 ４８０ き ８０８３ スズキ キャリイ　トラック 平成23年5月 生涯学習課 邑南町 軽自動車（貨物）

60 島根 ３００ に ４１０８ マツダ ＣＸ-５ 平成25年6月 生涯学習課 邑南町 普通(乗用)

61 島根 ５８０ あ ７４２５ スズキ ワゴンＲ 平成17年4月 生涯学習課 邑南町 軽自動車（乗用）

62 島根 ５８０ ほ ５４７２ マツダ フレア 平成28年6月 生涯学習課 リース 軽自動車（乗用）

63 島根 ４８０ き ８２２９ スバル
サンバー トラック
（文化財）

平成23年5月 生涯学習課 邑南町 軽自動車（貨物）

64 島根 ５８０ た ２４２２ マツダ
スクラム ワゴン
（文化財）

平成22年11月 生涯学習課 リース 軽自動車（乗用）

65 島根 ３００ ゆ ３７６３ トヨタ
エスティマ
ハイブリッド （８人乗）

平成21年6月 学校教育課 邑南町 普通(乗用)

66 島根 ３００ ぬ ９６７２ マツダ
プレマシー
 （７人乗）

平成27年6月 学校教育課 邑南町 普通(乗用)

67 島根 ５００ や ５１３５ トヨタ
ウィル サイファ
（国際交流員用）

平成15年1月 生涯学習課 邑南町 小型(乗用)

68 島根 ５００ ら ９１５３ ニッサン
キューブ
（国際交流員用）

平成15年1月 学校教育課 邑南町 小型(乗用)

69 島根 ２００ さ 　５０９ 三　菱
ローザ  (２９人乗)
（下口羽上田線）

平成19年3月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

70 島根 ２００ さ １０２０ トヨタ
ハイエース コミューター
(１４人乗)
（戸河内長田線）

平成27年10月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

71 島根 ２００ さ 　４５０ 三　菱
ローザ (２９人乗)
（雪田線）

平成18年3月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

72 島根 ２００ さ 　８４６ トヨタ
ハイエース コミューター
(１４人乗) （宇都井線）

平成25年1月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

73 島根 ２００ さ 　３８９ 三　菱
ローザ  (２９人乗)
（戸河内長田線）

平成16年12月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス
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74 島根 ２００ さ １１８０ 三　菱
ローザ (２８人乗)
（出羽線）

平成30年11月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

全体
番号

自動車登録番号 メーカー 車　　名
初度登録
年     月

主たる管理課等
所　有
リース

別

自動車の
種別・用途

75 島根 ２００ は 　２０８ 日　野
メルファ (５４人乗)
（高原線）

平成28年2月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

76 島根 ２００ さ １０８８ 三　菱
ローザ (２８人乗)
（市木線）

平成29年1月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

77 島根 ２００ は 　１５３ 日　野
メルファ (５７人乗)
（日貫線）

平成22年3月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

78 島根 ２００ さ 　４５３ トヨタ
ハイエース (１５人乗)
（日貫山の内線）

平成18年3月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

79 島根 ２００ さ 　７４０ 三　菱
ローザ (２９人乗)
（日和線）

平成23年3月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

80 島根 ２００ さ 　７７４ トヨタ
ハイエース (１５人乗)
（日和線 臨時便）

平成23年9月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

81 島根 ２００ は 　　６０ 三　菱
エアロミデイ (５２人乗)
（予備車）

平成14年8月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

82 島根 ２００ さ 　１４８ 三　菱
ローザ (２９人乗)
（予備車）

平成13年3月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

83 島根 ２００ さ 　３６３ トヨタ
ハイエース (１５人乗)
（予備車）

平成16年7月 学校教育課 邑南町
普通(乗合)

スクールバス

84 島根 １００ さ ９１２７ マツダ
タイタン
（給食車）

平成29年3月 学校教育課 邑南町
普通(貨物)

給食車

85 島根 １００ さ ４０１７ 三　菱
キャンター
（給食車）

平成17年8月 学校教育課 邑南町
普通(貨物)

給食車

86 島根 １００ さ ６１１６ トヨタ
ダイナ
（給食車）

平成22年3月 学校教育課 邑南町
普通(貨物)

給食車

87 島根 １００ さ ６１１３ トヨタ
ダイナ
（給食車）

平成22年3月 学校教育課 邑南町
普通(貨物)

給食車

88 島根 １００ さ ６１１４ マツダ
ボンゴ
（給食車）

平成22年3月 学校教育課 邑南町
普通(貨物)

給食車

89 島根 ３００ ゆ ３３２７ マツダ
プレマシー
（７人乗）

平成21年5月
情報推進室
（電気通信事業会計）

邑南町 普通(乗用)

90 島根 ５８０ さ ９９９５ マツダ スクラム ワゴン 平成21年5月
情報推進室
（電気通信事業会計）

邑南町 軽自動車（乗用）

91 島根 ５８０ す 　２９９ マツダ スクラム ワゴン 平成21年5月
情報推進室
（電気通信事業会計）

邑南町 軽自動車（乗用）

92 島根 ４８０ か ２４６７ マツダ スクラム バン 平成21年6月
情報推進室
（電気通信事業会計）

邑南町 軽自動車（貨物）

93 島根 ３００ そ ５２３８ トヨタ
ハイエース ワゴン
（１０人乗）

平成15年5月 保健課 邑南町 普通(乗用)

94 島根 ５００ ら ３７２９ トヨタ ラクティス 平成26年6月 保健課 邑南町 小型(乗用)

95 島根 ５８０ ほ ４１９７ マツダ フレア 平成28年5月 保健課 邑南町 軽自動車（乗用）

96 島根 ５８０ て ５３２６ マツダ スクラム ワゴン 平成24年5月 保健課 邑南町 軽自動車（乗用）
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97 島根 ５８０ な ８４５９ マツダ フレア 平成25年5月 保健課 邑南町 軽自動車（乗用）

98 島根 ４８０ か ２３１６ ダイハツ
ハイゼットカーゴ
ハイブリッド

平成21年6月 保健課 邑南町 軽自動車（貨物）

99 島根 ５０１せ １１７７ マツダ デミオ 平成28年11月  瑞穂支所窓口業務部 邑南町 小型(乗用)

全体
番号

自動車登録番号 メーカー 車　　名
初度登録
年     月

主たる管理課等
所　有
リース

別

自動車の
種別・用途

100 島根 ５８０ う ５６７４ マツダ キャロル 平成18年3月  瑞穂支所窓口業務部 邑南町 軽自動車（乗用）

101 島根 ４８０ か ２３１７ ダイハツ
ハイゼットカーゴ
ハイブリッド

平成21年6月  瑞穂支所窓口業務部 邑南町 軽自動車（貨物）

102 島根 ４８０ か ２４６６ マツダ スクラム バン 平成21年6月  瑞穂支所窓口業務部 邑南町 軽自動車（貨物）

103 島根 ５８０ あ ９１２０ マツダ スクラム ワゴン 平成17年5月
瑞穂支所
事業部

邑南町 軽自動車（乗用）

104 島根 ５８０ な ９３５１ マツダ スクラム ワゴン 平成25年5月
瑞穂支所
事業部

邑南町 軽自動車（乗用）

105 島根 ４８０ き ８７１６ 三　菱 ミニキャブ バン 平成23年6月
瑞穂支所 事業部
（下水道会計）

邑南町 軽自動車（貨物）

106 島根 ４８０ か １４９５ マツダ スクラム トラック 平成21年5月
瑞穂支所 事業部
（邑南町水道事業）

邑南町 軽自動車（貨物）

107 島根 ４８０ せ ５０４３ マツダ スクラム バン 平成30年10月
瑞穂支所 事業部
（邑南町水道事業）

リース 軽自動車（貨物）

108 島根 　００ も １２５９ 小　松
小　松
（除雪車）

平成3年11月
瑞穂支所
事業部

邑南町 大型特種

109 島根 　００ も １５３１ コベルコ
神　鋼
（除雪車）

平成8年11月
瑞穂支所
事業部

邑南町 大型特種

110 島根 ９００ る 　　６７ ＴＣＭ
ＴＣＭ
（除雪車）

平成21年11月
瑞穂支所
事業部

邑南町 大型特種

111 島根 ９００ る 　１３２ キャタピラー
キャタピラー
（除雪車）

平成29年11月
瑞穂支所
事業部

邑南町 大型特種

112 島根 ３００ ぬ ２１８４ マツダ
プレマシー
 （７人乗）

平成26年6月  羽須美支所窓口業務部 邑南町 普通(乗用)

113 島根 ５００ と ６５０７ トヨタ サクシード 平成15年5月  羽須美支所窓口業務部 邑南町 小型(乗用)

114 島根 ８００ さ ２７０７ ニッサン ブルーバード 平成15年3月  羽須美支所窓口業務部 邑南町 小型(特種)

115 島根 ５８０ ふ ３０３１ マツダ キャロル 平成27年12月  羽須美支所窓口業務部 邑南町 軽自動車（乗用）

116 島根 ５８０ は ９７５７ スズキ エブリイ ワゴン 平成27年4月  羽須美支所事業部　 リース 軽自動車（乗用）

117 島根 ４８０ き ８９３６ スバル
サンバー
ディアス バン

平成13年5月  羽須美支所事業部　 邑南町 軽自動車（貨物）

118 島根 ４８０ け ２２５８ マツダ スクラム バン 平成25年2月
羽須美支所 事業部
（下水道会計)

邑南町 軽自動車（貨物）

119 島根 ４８０ す 　７８４ マツダ スクラム トラック 平成28年11月
羽須美支所 事業部
（邑南町水道事業）

邑南町 軽自動車（貨物）
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120 島根 ０００ る 　４３７ キャタピラー
キャタピラー
（除雪車）

平成25年11月
羽須美支所
事業部

邑南町 大型特種

121 島根 ０００ る 　４３８ キャタピラー
キャタピラー
（除雪車）

平成25年11月
羽須美支所
事業部

邑南町 大型特種

122 島根 　００ も １６０１ 小　松
小松メック
（除雪車）

平成9年11月
羽須美支所
事業部

邑南町 大型特種

123 島根 ９００ る 　　６８ キャタピラー
キャタピラー
（除雪車）

平成21年11月
羽須美支所
事業部

邑南町 大型特種

124 島根 ８００ さ ７２９５ 日　野 デュトロ 平成25年10月
（羽・阿須那地区）
第１分団 第1部第1班

邑南町
普通(特種)

消防車

全体
番号

自動車登録番号 メーカー 車　　名
初度登録
年     月

主たる管理課等
所　有
リース

別

自動車の
種別・用途

125 島根 ８００ さ ６２６３ トヨタ トヨエース 平成22年12月
（羽・阿須那地区）
第１分団 第1部第2班

邑南町
普通(特種)

消防車

126 島根 ８００ さ ２４３３ ニッサン ダットサン 平成14年10月
（羽・阿須那地区）
第１分団 第2部第1班

邑南町
普通(特種)

消防車

127 島根 ８００ さ ２４３６ ニッサン ダットサン 平成14年10月
（羽・阿須那地区）
第１分団 第2部第2班

邑南町
普通(特種)

消防車

128 島根 ８００ さ ２４３４ ニッサン ダットサン 平成14年10月
（羽・口羽地区）
第２分団 第1部第1班

邑南町
普通(特種)

消防車

129 島根 ８００ さ ６２６５ トヨタ トヨエース 平成22年12月
（羽・口羽地区）
第２分団 第1部第2班

邑南町
普通(特種)

消防車

130 島根 ８００ さ ４５６７ トヨタ ダイナ 平成18年10月
（羽・口羽地区）
第２分団 第2部第1班

邑南町
普通(特種)

消防車

131 島根 ８００ さ ２４３５ ニッサン ダットサン 平成14年10月
（羽・口羽地区）
第２分団 第2部第2班

邑南町
普通(特種)

消防車

132 島根 　８８ さ ７５２９ ニッサン ダットサン 平成7年11月
（瑞・田所地区）
第３分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

133 島根 ８００ さ ８５５２ トヨタ トヨエース 平成29年1月
（瑞・田所地区）
第３分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

134 島根 ８００ さ ２０１５ トヨタ ランドクルーザー 平成14年2月
（瑞・田所地区）
第３分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

135 島根 ８００ さ １１５０ ニッサン ダットサン 平成12年10月
（瑞・田所地区）
第３分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

136 島根 ８００ さ 　７３８ トヨタ ランドクルーザー 平成12年3月
（瑞・出羽地区）
第４分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

137 島根 　８８ さ ７５２８ ニッサン ダットサン 平成7年11月
（瑞・出羽地区）
第４分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

138 島根 ８００ さ ８５５３ トヨタ トヨエース 平成29年1月
（瑞・出羽地区）
第４分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

139 島根 ８００ さ 　６５１ ニッサン ダットサン 平成12年2月
（瑞・高原地区）
第５分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

140 島根 ８００ さ ４３１９ 日　野 デュトロ 平成18年3月
（瑞・高原地区）
第５分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

141 島根 　８８ さ ７２１２ ニッサン ダットサン 平成7年3月
（瑞・高原地区）
第５分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

142 島根 ８００ さ ２０１６ トヨタ ランドクルーザー 平成14年2月
（瑞・布施地区）
第６分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車
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（３）防災ヘリコプター緊急離着陸場

【石見地域】

施設名 所在地 面積 標準座標 大型 場外着陸申請済

（㎡） ヘリ 県 県警 自衛

北緯34度53分13秒

県立矢上高校 矢上3921 19,000 東経132度26分26秒 ○

川本（664628）

北緯34度54分9秒

143 島根 ８００ さ １１５４ トヨタ ランドクルーザー 平成12年10月
（瑞・市木地区）
第７分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

144 島根 ８００ さ ７７７６ 日　野 デュトロ 平成27年1月
（石・矢上地区）
第８分団

消防庁
普通(特種)

消防車

145 島根 　８８ さ ６３３１ ニッサン ダットサン 平成5年3月
（石・矢上地区）
第８分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

146 島根 ８００ さ １７９０ ニッサン ダットサン 平成13年9月
（石・矢上地区）
第８分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

147 島根 　８８ さ ８６８５ トヨタ ランドクルーザー 平成9年10月
（石・中野地区）
第９分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

148 島根 ８００ さ ４３２８ ニッサン アトラス 平成18年3月
（石・中野地区）
第９分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

149 島根 ８００ さ ９１８２ トヨタ トヨエース 平成30年11月
（石・井原地区）
第１０分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

全体
番号

自動車登録番号 メーカー 車　　名
初度登録
年     月

主たる管理課等
所　有
リース

別

自動車の
種別・用途

150 島根 ８００ さ １７８９ ニッサン ダットサン 平成13年9月
（石・井原地区）
第１０分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

151 島根 ８００ さ １７９３ ニッサン ダットサン 平成13年9月
（石・日貫地区）
第１１分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

152 島根 ８００ さ ８８２７ トヨタ トヨエース 平成29年11月
（石・日貫地区）
第１１分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

153 島根 ８００ さ １７９２ ニッサン ダットサン 平成13年9月
（石・日和地区）
第１２分団 第1部

邑南町
普通(特種)

消防車

154 島根 ８００ さ ８８２６ トヨタ トヨエース 平成29年11月
（石・日和地区）
第１２分団 第2部

邑南町
普通(特種)

消防車

155 島根 　１１ せ ５４４３ 三　菱 ファイター 平成11年3月
茅場堆肥組合貸与
農林振興課管理

邑南町 普通(貨物)

156 島根 　００ も １６６４ キャタピラー キャタピラー 平成11年3月
茅場堆肥組合貸与
農林振興課管理

邑南町 大型特種

157 島根 　００ も １６６３ 三　菱 三　菱 平成11年3月
ピッグファーム貸与
農林振興課管理

邑南町 大型特種

158 島根 　４４ は ７９５３ 三　菱 キャンター 平成9年5月
はすみ特産センター
貸与 農林振興課管理

邑南町 小型(貨物)

159 島根 ８００ さ ７６４０ トヨタ
ハイエース コミューター
（７人乗）

平成26年9月
邑南町社会
福祉協議会貸与
福祉課管理

邑南町 普通(特種)
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中野グランド 中野991 17,983 東経132度27分42秒 △ ○

川本（683644）

邑南町飛行場外 北緯34度53分37秒

離着陸場 中野3848-2 1,180 東経132度27分19秒 ○ ○

（邑智病院）

【瑞穂地域】

施設名 所在地 面積 標準座標 大型 場外着陸申請済

（㎡） ヘリ 県 県警 自衛

青少年旅行村 北緯34度51分21秒

運動広場 山田443-2 9,500 東経132度32分36秒 ○ ○

赤名（756591）

【羽須美地域】

施設名 所在地 面積 標準座標 大型 場外着陸申請済

（㎡） ヘリ 県 県警 自衛

北緯34度51分24秒

羽須美運動広場 上田4252 6,191 東経132度41分4秒

赤名（886589）

羽須美中学校 北緯34度52分23秒

グランド 阿須那123 6,250 東経132度37分3秒 ○

赤名（824610）

※ その他、ヘリコプター要請の際の標準座標の検索は国土地理院ホームページ

で検索できる。国土地理院ＨＰ→地図・写真・地理調査→ウォッちず

（http://watchizu.gsi.go.jp/）

５ 救援

（１）避難施設等

① 避難施設一覧・・・一時集合場所を兼ねる

【石見地域】

避難所 地区・集落 施設面積 収容人数 電話番号 内線番号

矢上高校 屋内 矢上 下京 1,229 615 95-1105

屋外 18,223 9,112
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矢上小学校 屋内 矢上 下京 3,058 95-0019 1900・1901

屋外 8,000 4,000

矢上交流ｾﾝﾀｰ（公民館）屋内 矢上 下京 2,954 1,478 95-1044 1800

（改善ｾﾝﾀｰ含む） 屋外 6,221 3,111

いわみスタジアム 屋内 矢上 荻原 440 220 95-0414

屋外 17,000 8,500

避難所 地区・集落 施設面積 収容人数 電話番号 内線番号

中野公民館・グランド 屋内 中野 河原城 719 360 95-0310 1840

屋外 17,500 8,750

中野体育館 屋内 中野 河原城 815 408 95-0310

屋外 1,000 500

石見東小学校 屋内 中野 幸米 2,495 95-0314 1930・1931

屋外 9,000 4,500

石見中学校 屋内 中野 善教寺 4,917 95-1201 1940・1941

屋外 15,400 7,700

石見養護学校 屋内 中野 下茅場 432 216 95-0319

屋外 3,779 1,890

井原公民館 屋内 井原 谷 1,300 650 95-0301 1810

屋外 4,300 2,150

日貫小学校 屋内 日貫 桜井 2,368 97-0211 1920・1921

屋外 6,855 3,428

日貫公民館 屋内 日貫 鳴滝 1,318 659 97-0902

屋外 9,700 4,850

日和小学校 屋内 日和 中日和 1,976 97-0616 1910・1911

屋外 10,281 5,141

日和公民館 屋内 日和 中日和 1,250 625 97-0908 1820

屋外 3,500 1,750

【瑞穂地域】

避難所 地区・集落 施設面積 収容人数 電話番号 内線番号

瑞穂中学校 屋内 出羽 淀原 4,134 83-0118 2900・2901

屋外 15,000 7,500

元気館 屋内 出羽 淀原 5,593 2,797 83-1126 4100～4118

屋外 21,000 10,500

出羽 淀原 417 120 なし

出羽公民館 屋内 出羽 山田 936 468 83-0912 2810

屋外 4,400 2,200

青少年旅行村 屋内 出羽 山田 895 448 83-0221
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屋外 12,000 6,000

瑞穂球場 屋内 出羽 淀原 248 124 83-0899

屋外 12,000 6,000

瑞穂小学校 屋内 田所 田所下 2,875 83-0107 2910・2911

屋外 8,000 4,000

田所公民館 屋内 田所 田所下 1,296 648 83-0518 2800

屋外 1,900 950

避難所 地区・集落 施設面積 収容人数 電話番号 内線番号

上田所農村公園 屋外 田所 中野原 5,500 2,750 なし

上田所交流センター 屋内 田所 大原 546 273 83-0632

屋外 2,700 1,350

市木小学校 屋内 市木 観音寺原 1,127 85-0122 2930・2931

屋外 6,000 3,000

市木公民館 屋内 市木 観音寺原 1,088 544 85-0126 2840

屋外 1,000 500

高原小学校 屋内 高原 矢広原 2,436 84-0210 2920・2921

屋外 5,700 2,850

高原公民館 屋内 高原 矢広原 1,205 603 84-0521 2820

屋外 7,500 3,750

布施公民館 屋内 布施 布施 750 375 84-0651 2830

屋外 2,000 1,000

【羽須美地域】

避難所 地区・集落 施設面積 収容人数 電話番号 内線番号

口羽小学校 屋内 口羽 根布 2,603 87-0011 3910・3911

屋外 7,300 3,650

口羽中央集会所 屋内 口羽 根布 1,143 340 87-0910 3800

はすみリゾートセンター屋内 口羽 西之原上 600 300 87-0327

屋外 5,700 2,850

羽須美中学校 屋内 阿須那 町上 4,036 88-0004 3920・3921

屋外 8,000 4,000

阿須那小学校 屋内 阿須那 町上 2,568 88-0014 3900・3901

屋外 4,500 2,250

阿須那公民館 屋内 阿須那 町上 1,843 922 88-0001 3810

屋外 3,900 1,950

羽須美体育館 屋内 阿須那 町上 1,060 530 88-0454

② 収容施設として活用できる土地（県指定）
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仮設テント等の張場、応急仮設住宅の建設適地

注：面積1200㎡（応急仮設住宅1戸30㎡あたりの所要面積60㎡とし、20戸分）以

上の市町村所有の土地又は管理する土地を掲載している。

注：形状はアスファルト舗装、コンクリート舗装、砂利舗装、更地（土砂を転圧

したもの）

注：インフラの整備状況は、その土地に現状でそれぞれ整備されていない場合で

も、近隣に幹線導管・幹線電線等があり、容易に設備できるものを○、でき

ないものを×としている。

注：自衛隊の緊急手術セット（大型車両5両）の設置には、1600㎡以上の更地又

は草地（アスファルト不適）が必要。なお、給水・排水施設があるとなお良

い。

所在地 面積 現況 所有者又 大型車 インフラの整備状況 備考

（㎡） 用途 形状等 は管理者 進入可 水道 下水道 電気

淀原818-10 9,000 野球場 更地 町 可 ○ ○ ○ 駐車場舗装

矢上7079-1外 12,000 野球場 更地 町 可 ○ × ○ 一部舗装

上田4252 3,000 運動広場 更地 町 可 ○ × ○

井原2125-2 5,000 グランド 更地 町 可 ○ ○ ○

矢上7493 4,000 駐車場 アスファルト 町 可 ○ ○ ○

中野991 7,000 グランド 更地 町 可 ○ ○ ○

山田443-2 5,000 グランド 更地 町 可 ○ ○ ○ 福祉施設

中野3595-18 4,000 グランド 更地 町 可 ○ ○ ○

阿須那細谷 2,000 旧工場用地 更地 町 可 ○ × ○

上田所 5,500 農村公園 更地 町 可 ○ × ○

（２）生活物資の備蓄及び調達

生活物資の備蓄は、流通備蓄とし、次の調達に関する協定により行なう。

【災害時における生活関連物資の調達に関する協定 協定者一覧】

物資の区分 業種 名称 代表者名 所在地 電話番号

食料・日用品 全般 島根おおち農業協同組合 組合長 右田周作 下田所277 83-1802

食料・日用品 全般 邑南町商工会 会長 野田修喜 矢上3854-2 95-0278

食料・日用品 全般 協同組合アベル 代表 野田昇介 矢上996 95-3030

食料・日用品 全般 いわみプラザ有限会社 代表取締役 春名慎一 中野668-2 95-1131

食料・日用品 全般 ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰみずほ 代表取締役 桑野勝惠 下田所263-1 83-1211

有限会社みずほ

食料 旅館 いこいの村しまね 代表取締役 溝辺 毅 矢上8532-2 95-1205

株式会社雲海
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食料 旅館 香遊館 代表取締役 溝辺 毅 矢上8532-2 95-3505

株式会社雲海

食料 食料品 丸金 前田昭治 中野3605-13 95-1969

食料 食料品 ﾔﾏｻｷｼｮｯﾌﾟみかみ有限会社 代表取締役 三上淳司 山田75-1 83-1780

食料 食料品 朝日屋商店 桑野千郷 鱒渕697-6 83-1113

食料 食料品 ﾔﾏｻｷｼｮｯﾌﾟはまのや 洲浜節子 上亀谷281 83-2138

食料 食料品 ポプラ瑞穂店㈲日野酒店 代表取締役 市川博康 下田所259-2 83-2122

物資の区分 業種 名称 代表者名 所在地 電話番号

食料 食料品 フーズフーズ 日高 治 淀原197-1 83-2174

食料 民宿 市木民宿組合 代表 田中芳三 市木2169 85-0339

食料 旅館 水明カントリークラブ 代表 上亀谷2075 83-1811

瑞穂ﾄｰｱﾘｿﾞｰﾄ㈱ ポール サトル モリ

食料 民宿 じろうさんの家 鈴木二郎 岩屋1258 83-0833

食料 民宿 民宿日野 日野勇治 下田所236 83-0134

食料 民宿 ヌーク 栗原達也 上田5464 87-0170

食料 製パン 広島屋ベーカリー 代表取締役 矢上4634 95-0070

広島屋有限会社 坂根冨二子

食料 製パン イナダ 稲田敏則 上亀谷343-1 83-0124

食料 飲食 西学校給食センター 会長 教育長 淀原153-1 83-2295

邑南町学校給食会

食料 飲食 東学校給食センター 会長 教育長 淀原153-1 83-0517

邑南町学校給食会

食料 食料品 井原西区農業生産組合 代表 平田数俊 井原470-1 95-1982

食料 食料品 農産加工はすみ 代表者 松島菊江 阿須那227-2 88-0629

食料 食料品 Ａコープ中国石見店 店長 野上貴教 矢上53 95-1045

食料 食料品 農協 組合長 井原964-1 95-1986

農事組合法人雲井の里 代表理事 藤井 進

食料 食料品 農協 組合長 矢上1875-1 95-0813

澤田知美 澤田知美

食料 食料品 農協 組合長 日和1015 97-0126

ＪＡ日和店舗運営委員会 委員長 溝口定信

食料 食料品 農協 組合長 日貫3067-4 97-0401

ＪＡ日貫店企画委員会 委員長 静間英明

食料 食料品 農協 組合長 阿須那79-1 88-0052

栗原達也 栗原達也

食料 雑貨 ホームセンターライフ 寺本春夫 矢上5917-19 95-2130

【邑南町商工会内訳】

物資の区分 業種 名称 代表者名 所在地 電話番号



- 38 -

日用品 婦人服 アイマス屋 渡邊 登 矢上21-3 95-0132

日用品 呉服 あおき 青木一枝 矢上4036 95-0124

食料 飲食店 味亭石見 森脇秋寿 矢上167-9 95-1988

食料 飲食店 有限会社池寿し 篠原利明 矢上3-3 95-0190

日用品 文房具 有限会社イシダ 石田糾平 矢上996 95-0166

物資の区分 業種 名称 代表者名 所在地 電話番号

食料 飲食店 いわみﾌﾙｰﾂﾗﾝﾄﾞＭ・Ａ味蔵 堀田定男 矢上3123-4 95-2093

日用品 寝具等 駅場家具店 駅場一枝 矢上104-6 95-0016

食料 食料品 大田商店 大田辨三 矢上24 95-0037

日用品 婦人服 大畑衣料品店 大畑シズエ 矢上44 95-0067

食料 飲食店 吉 渡利 誠 矢上1034 95-0922

食料 飲食店 駒寿司 村田晴彦 矢上79-2 95-1513

日用品 寝具 酒井ふとん店 酒井利和 矢上1846 95-0133

日用品 衣服等 さかい 酒井徳信 矢上996 95-0201

食料 飲食店 縄文村 駅場友樹 矢上8503 95-1341

食料 食料品 竹添商店 森脇シズエ 矢上3906 95-0257

食料 食料品 竹森商店 竹森成徳 矢上467-2 95-0028

食料 飲食店 楽人 三宅純夫 矢上7002 95-2203

食料 食料品 ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰダイシン 松島多助 矢上29 95-0012

日用品 電器具 株式会社つかだ 塚田 豊 矢上996 95-0252

食料 食料品 有限会社ディプロ 服部充雄 矢上62-1 95-0551

日用品 衣類 有限会社野田久 野田修喜 矢上996 95-0299

食料 食料品 間商事有限会社 間 隆治 矢上996 95-0193

食料 旅館 福沢屋旅館 間 国隆 矢上45 95-0018

日用品 医薬品 有限会社フリード 井上 淳 矢上996 95-0112

食料 食料品 有限会社プラザ商会 坂原幹夫 矢上996 95-1133

食料 食料品 松川商店 松川 博 矢上3537 95-0277

食料 飲食店 まるちゃん 足立悦子 矢上462-9 95-2377

食料 飲食店 万禧亭 寺脇秀行 矢上2794 95-0340

食料 食料品 山根商店 森脇清美 矢上3539 95-0129

日用品 婦人服 ユリー洋品店 服部百合子 矢上25 95-0148

食料 食料品 有限会社魚彰 坂根 彰 中野668-2 95-0077

食料 食料品 有限会社垣崎醤油店 垣崎正紀 中野1046 95-0321

食料 飲食店 空海 岡部浩文 中野3813-1 95-2200

食料 旅館 グリーンオアシス 小笠原国人 中野3706-5 95-2358

日用品 電器具 児玉電気店 児玉逸郎 中野668-2 95-0295

日用品 医薬品 有限会社春栄堂 春名慎一 中野668-2 95-2495
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食料 飲食店 石州庵 藤岡満男 中野3827 95-1147

食料 食料品 寺本酒店 寺本作人 中野2438 95-0339

日用品 電器具 デオデオいわみ店 森脇敏彦 中野744-8 95-2028

食料 食料品 中村屋商店 吉賀孝夫 中野1572 95-0373

食料 食料品 日高孝男商店 日高孝男 中野2412-5 95-0400

食料 食料品 有限会社フジマサ 上田富士夫 中野 95-0077

日用品 衣料 松屋商店 椿 亀重 中野668-2 95-2485

物資の区分 業種 名称 代表者名 所在地 電話番号

食料 食料品 上田商店 上田 勝 井原1388 95-0328

食料 飲食店 喫茶通り道 笠岡百合子 井原1362-5 95-0927

食料 食料品 農事組合法人雲井の里 代表 藤井 進 井原825-3 95-1726

食料 雑貨 住木屋商店 服部 隆 井原2236-1 95-0383

食料 食料品 前田工商店 前田 工 井原 95-0368

日用品 医薬品 山口屋商店 鶴岡久枝 日貫 97-0745

食料 食料 小田商店 小田経子 市木202 85-0220

食料 食料品 稲垣酒店 稲垣順三 市木1763 85-0032

食料 食料品 静間商店 静間浄亘 市木1779-1 85-0144

日用品 電器具 小田電器店 小田忠士 市木567-11 85-0170

食料 飲食店 サン丸瀬 林 光信 市木538-9 85-0453

食料 飲食店 源さん 原田智子 市木2049-1 85-0616

食料 食料品 町田商店 町田義光 鱒渕155-7 83-0306

食料 飲食店 田園 松川 始 下田所155-2 83-0116

食料 飲食店 大和屋酒店 三宅久枝 下田所914 83-0142

日用品 電器具 平野電器店 平野寿昭 下田所1087 83-0293

食料 食料品 林食料品店 林 敏文 下亀谷480-3 83-1151

食料 食料品 上田酒店 上田一幸 鱒渕199 83-0309

食料 飲食店 梟 森近正道 下亀谷918-6 83-0509

食料 飲食店 道の駅 張 群蘭 下田所260-3 83-0100

食料 飲食店 京ら屋 村田光治 上田所1803-1 83-1808

食料 食料品 川久保食品 川久保敦人 三日市452-5 83-0209

食料 食料品 有限会社みずほ食品 高橋 實 出羽424 83-0043

食料 食料品 和田食料品店 下前月枝 三日市494 83-0903

食料 飲食店 まつや 森脇幸子 淀原256-2 83-0252

日用品 医薬品 日高薬店 小畑雅子 三日市516 83-1003

食料 食料品 ヒシヤ商店 谷 澄江 三日市506 83-1006

食料 食料品 木村酒店 木村久子 三日市509 83-1007

日用品 電器具 中村電機商会 中村義信 三日市515 83-0034

日用品 衣料 有限会社野田久 野田修喜 山田75-1 83-1315

食料 食料品 有井食料品店 有井 豊 三日市512 83-0487
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食料 飲食店 よろず庵 中村功治 山田98 83-0888

食料 旅館 小西旅館 小西トク 三日市493 83-1004

食料 飲食店 かっぱ亭 田中健二 三日市500 83-1966

食料 食料品 ファミリーショップうめだ 梅田為男 高見926 84-0016

物資の区分 業種 名称 代表者名 所在地 電話番号

食料 食料品 新屋敷商店 三上 甫 高見927-6 84-0013

食料 食料品 蔵吉屋商店 三上玉子 高見931-1 84-0514

食料 食料品 スーパー内坂 内坂 尭 布施497-2 84-0714

食料 食料品 瑞穂産直市組合 柳川圭次 下田所260 83-1271

食料 食料品 福原商店 福原小澄 宇都井312-4 88-0106

日用品 電器具 田辺商店 田辺政之 下口羽554 87-0025

日用品 医薬品 日高薬店 日高富子 下口羽 87-0048

日用品 衣料 森脇商店 森脇伸也 下口羽555-5 87-0016

食料 食料品 品川酒店 品川準三 上田410-1 87-0242

食料 食料品 白川商店 白川涼子 上田 87-0722

食料 食料品 加藤寿老味噌醸造本舗 加藤芳蔵 下口羽1206 87-0026

日用品 衣料 田島屋商店 林 樹宏 下口羽1214 87-0020

食料 食料品 三上商店 三上康子 下口羽1425-1 87-0621

食料 食料品 田中酒店 田中英子 雪田100-5 88-0224

食料 食料品 高見屋商店 三上キミエ 宇都井 88-0445

食料 食料品 日高商店 日高二三男 阿須那558-3 88-0157

食料 食料品 斉藤商店 斉藤定雄 阿須那7 88-0009

日用品 衣料 大黒屋 斉藤勝利 阿須那33-5 88-0053

日用品 電器具 大西電機 大西弘人 阿須那1145-1 88-0345

食料 食料品 加藤商店 加藤トミエ 阿須那 88-0015

食料 旅館 田中旅館 田中豊子 下口羽599-6 87-0019

【市木民宿組合内訳】

物資の区分 業種 名称 代表者名 所在地 電話番号

食料 民宿 ウッディ丸瀬 奥野勇男 市木538-9 85-0453

食料 民宿 ペンションヴィラ季節風 稲垣葉子 市木6268-23 85-1034

食料 民宿 ペンションマーボー 中越美保子 市木2037 85-0708

食料 民宿 民宿石橋 石橋敦子 市木1807 85-0038

食料 民宿 民宿大平 大平恒代 市木1952 85-0327

食料 民宿 民宿小田 小田忠士 市木567-11 85-0121

食料 民宿 民宿田中 稲垣整爾 市木2026 85-0330
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食料 民宿 民宿とまりん 大平一雪 市木2175-2 85-0432

食料 民宿 民宿にいや 田中芳三 市木2169 85-0339

食料 民宿 民宿日高 日高幸二 市木1760 85-0031

食料 民宿 山小屋ロッキー 上田 進 市木 85-0412
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災害時における生活関連物資の調達に関する協定書

邑南町長（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）は、災害及び

武力攻撃事態等（以下「災害等」という。）が発生した場合における食料その他応急生活

物資（以下「物資」という。）の調達に関し、次のとおり協定を締結する。

（要請）

第１条 甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙

に対し、物資を要請することができる。

（１）邑南町内に災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき。

（２）邑南町外で発生した災害等に関し、国、関係都道府県、又は関係市町村から物資の

調達のあっせんを要請されたとき。

（調達物資の範囲）

第２条 甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、乙が供給可能な物資と

する。

（１）別表に掲げる物資

（２）その他甲が指定する物資

（要請の方法）

第３条 第１条の要請は、別紙１により行なうものとする。ただし、文書をもって要請す

るいとまがないときは、口頭で要請し、その後速やかに文書を交付するものとする。

（要請に基づく措置）

第４条 乙は、第１条の規定による要請を受けたときは、要請に係る物資を速やかに甲に

供給する措置を講ずるとともに、その措置の状況を別紙２により甲に報告するものとす

る。

（価格）

第５条 物資の取引価格は、災害時の発生直前における適正な価格（引き渡しまでの運搬

費を含む。災害等発生前の取引の場合は取引時の適正な価格とする。）を基準として、

甲及び乙が協議して定めるものとする。

（物資の輸送及び引渡し）

第６条 物資の輸送は、甲が災害等の状況に応じ指定する場所まで、原則として乙が行な

うものとし、甲は、当該場所に職員を派遣し、物資を確認の上、引き渡しを受けるもの

とする。ただし、乙が輸送することが困難と認められる場合は、甲の指定する者が輸送

するものとする。
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（代金の支払）

第７条 乙は、物資を甲に引き渡した場合は、物資の代金（引渡し場所までの輸送費を含

む。）を甲に請求するものとし、甲は乙からの適法な請求に基づき、速やかに物資の代

金を支払うものとする。

２ 前条に規定する引渡し前に生じた物資の亡失、毀損等は乙の負担とする。

（補償）

第８条 第６条の規定により乙が物資の輸送を行なった場合において、輸送に従事した者

が、輸送に従事したことにより死亡し、負傷し、疾病にかかり、若しくは身体に障害が

ある状態になったとき、又は乙が輸送に使用した車両等の機材若しくは商品等に損害が

生じた場合の補償については、甲と乙は誠意をもって協議するものとする。

（供給可能数量等の報告）

第９条 乙は、この協定の成立の日及び毎年５月１日現在の物資の供給可能数量及び災害

等の際の輸送方法等を別紙３により甲に報告するものとする。

（担当者名簿の作成）

第１０条 甲及び乙は、この協定の成立の日及び毎年５月１日現在の事務担当者名簿を別

紙４により作成し、相互に交換するものとする。

２ 前項の規定は、年度中途において異動等があった場合に準用する。

（県協定及び他市町村協定との調整）

第１１条 乙が島根県との間にこの協定と同様の協定を締結している場合が、乙と島根県

との協定により調整され、この協定を優先することとなる。

２ 乙が他市町村との間にこの協定と同様の協定を締結している場合は、甲が当該市町村

と調整するものとする。

（廃止通知等）

第１２条 乙は、第９条の規定による報告を行なった後、当該報告に含まれる物資の取扱

いを廃止し又は休止した場合は、甲にその旨通知するものとする。

２ 乙は、前項の規定による休止の通知を行なった後、物資の取扱いを再開した場合は、

遅滞なく甲にその旨を通知するものとする。

（有効期限）

第１３条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が書面をもっ

て協定の終了を通知しない限り、その効力を持続するものとする。

２ 乙が、前条第１項に規定する廃止の通知を行なった場合は、この協定は、その廃止に

係る物資について効力を失う。

３ 乙が、前条第１項に規定する休止の通知を行なった場合は、この協定は、その休止に

係る物資についての効力を失う。ただし、同条第２項に規定する再開の通知が甲に到達
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した時点から、この協定は当該物資についての効力を生じるものとする。

（協議）

第１４条 この協定に定める事項に疑義が生じた場合又はこの協定に定めのない事項で必

要がある場合は、甲及び乙が協議して定めるものとする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通

を保有する。

平成 年 月 日

甲 島根県邑智郡邑南町矢上６０００番地

邑南町長 石 橋 良 治

乙
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別紙（第２条関係）

物資の区分 品目名

食 料 弁当、おにぎり、牛乳、ボトル入り飲料水、ボトル入り飲料、

パン（食パン、菓子パン、調理パン）、朝食シリアル、めん類

（即席麺、カップ麺、等）、切り餅、缶詰（イージーオープン

優先）、レトルト食品（ごはん、おかず類、カレー、ベビーフ

ード等）、育児用調整粉乳（粉ミルク）、即席味噌汁・スープ、

カップ味噌汁・スープ、漬物、梅干、佃煮、ソーセージ、米（精

米、乾燥米飯）、肉、魚、野菜、果物、バター、ジャム、食塩、

砂糖、味噌、醤油、食用油、緑茶、コーヒー、紅茶

日用品 衣類・・・肌着、靴下、防寒具、防災ずきん

寝具関連用品等・・・タオル、毛布、枕、敷物（ビニールシー

ト等）等

作業関連用品等・・・軍手、雨具類、運動靴、スリッパ（サン

ダル含む）

衛生関連用品等・・・トイレットペーパー、ティッシュペーパ

ー（濡れティッシュを含む）、紙おむつ、生理用品、

洗剤、石けん、シャンプー、（ドライシャンプーを

含む）、歯ブラシ、練り歯磨き、マスク、スプレー

式防虫剤、蚊取り線香

飲食、炊事関連用品等・・・卓上ガスコンロ、同ガスボンベ、

刃物（包丁等）、紙食器（コップ、皿、椀等）、箸（割

り箸等）、スプーン、缶切り、ほ乳びん、アルミホ

イール、魔法瓶、鍋、やかん

保存、清掃関連用品等・・・石油ストーブ、懐中電灯、乾電池、

ローゾク、簡易ライター、マッチ、使い捨てカイロ

その他・・・文房具、裁縫道具、ロープ、ひも、テープ（ガム

テープ等）
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別紙１（第１条、第３条関係）

生活関連物資供給要請書

平成 年 月 日

様

邑南町長 石 橋 良 治

災害時における生活関連物資の調達に関する協定書第１条の規定に基づき、別紙のとお

り物資の供給を要請します。

（別紙）

１ 物資の区分（ ）

２ 要請物資等

品目名 数量 引渡日時及び場所 引渡確認者 備考

３ 連絡先

邑南町 （課、局、室） 係 担当者：

（電話： ＦＡＸ： ）

（注）別紙は、協定書別表の物資の区分毎に別葉とする。

口頭で要請する場合は、この様式に準じて行なう。
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（３）医療機関

【石見地域】

設立主体 病院医院名 所在地 電話 管理者名 診療科目 病床数

一組 公立邑智病院 中野3848-2 95-2111 病院組合 内・外・歯 98

管理者 整形・小児

精・泌・産

麻

町立 国保直営 井原2201-2 95-0308 邑南町長

井原診療所

町立 国保直営 日貫3365 97-0907 邑南町長

日貫診療所

町立 国保直営 矢上3853-1 95-3070 邑南町長

矢上診療所

個人 大隅医院 中野 95-3679 大隅 泰 内・泌

個人 岸歯科医院 矢上28 95-0010 岸 祐二 歯

【瑞穂地域】

設立主体 病院医院名 所在地 電話 管理者名 診療科目 病床数

法人 三笠記念クリ 上田所39-5 83-2050 理事長 内

ニック 三上嚴信

法人 星ヶ丘ｸﾘﾆｯｸ 高見821-1 84-0006 理事長 内・外・泌

三上嚴信 整形・小児

個人 三上医院 山田33-6 83-0977 三上嚴信 内・外・婦

個人 瑞穂歯科ｸﾘﾆｯｸ 下田所155 83-1710 森﨑紀文 歯

【羽須美地域】

設立主体 病院医院名 所在地 電話 管理者名 診療科目 病床数

町立 国保直営 阿須那150-1 88-0176 邑南町長

阿須那診療所

個人 河野医院 下口羽1102 87-0303 河野圭一 内・外

【町外】

医療機関名 所在地 診療科目 病床数 電話

市立大田病院 大田市大田町吉永 内・精小・外・整 一般335 08548

1428-3 泌・皮・産婦・耳 感染 4 2-0330

計17

江津済生会病院 江津市江津町1551 内・小・外・整形 314 0855

脳・皮・泌・産婦 52-2550

眼・耳・放



- 48 -

医療機関名 所在地 診療科目 病床数 電話

浜田医療センター 浜田市浅井町777-12 内・精・小児・外 一般350 0855

脳外・皮・泌・整 感染 30 25-0505

産婦

計18

大朝ふるさと病院 山県郡北広島町新庄 外・内・整 98 0826

2417-1 82-3900

千代田中央病院 山県郡北広島町有田 内・整形・外・婦 120 0826

1192 耳・小児・眼・透 72-6111

吉田総合病院 安芸高田市吉田町 内・整形・外・耳 340 0826

吉田3666 産婦・泌・精・眼 42-0636

小児・放・麻・脳

神・

加藤病院 川本町川本 内・眼・耳・小児 85 72-0640

383-1 産・整形・放・麻

外

加藤クリニック 川本町因原 内・胃・外・整形 72-2311

81-1 放

市立三次中央病院 三次市東酒屋町 内・消・循・小児 350 0824

531 呼・外・呼外・皮 65-0101

整形・脳神・産婦

計17

（４）臨時の医療施設として想定される場所（県指定）

施設名 所在地 面積（㎡） 電話 備 考

はすみ交流ｾﾝﾀｰ 下口羽1124-1 329 87-0670 避難所指定無し、大会議室有り

ハンザケ自然観 上亀谷475 425 83-0819 避難所指定無し、大会議室有り

保健センター 中野3848-2 750 95-0455 避難所指定無し、大会議室有り

（５）火葬場

名 称 所 在 地 電 話 備 考

水晶苑 矢上9519-3 95-0855

紫光苑 鱒渕3019-4 83-0180

やすらぎ苑 阿須那2713-3 88-0025
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邑南町国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例

平成18年3月22日

条例第16号

(目的)

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律(平

成16年法律第112号。以下「法」という。)第31条及び法第183条において準用する法第3

1条の規定に基づき、邑南町国民保護対策本部(以下「国民保護対策本部」という。)及

び緊急対処事態対策本部に関し必要な事項を定めることを目的とする。

(組織)

第２条 国民保護対策本部長(以下「本部長」という。)は、国民保護対策本部の事務を総

括する。

２ 国民保護対策副本部長(以下「副本部長」という。)は、本部長を助け、国民保護対策

本部の事務を整理する。

３ 国民保護対策本部員(以下「本部員」という。)は、本部長の命を受け、国民保護対策

本部の事務に従事する。

４ 国民保護対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことがで

きる。

５ 前項の職員は、町の職員のうちから、町長が任命する。

(会議)

第３条 本部長は、国民保護対策本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、

必要に応じ、国民保護対策本部の会議(以下、この条において「会議」という。)を招集

する。

２ 本部長は、法第28条第6項の規定に基づき、国の職員その他町の職員以外の者を会議

に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。

(部)

第４条 本部長は、必要と認めるときは、国民保護対策本部に部を置くことができる。

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。

４ 部長は、部の事務を掌理する。

(現地対策本部)

第５条 国民保護現地対策本部に国民保護現地対策本部長、国民保護現地対策本部員その

他の職員を置き、副本部長、本部員その他の職員のうちから本部長が指名する者をもっ

て充てる。

２ 国民保護現地対策本部長は、国民保護現地対策本部の事務を掌理する。

(雑則)

第６条 前各条に定めるもののほか、国民保護対策本部に関し必要な事項は本部長が別に

定める。
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(準用)

第７条 第2条から前条までの規定は、邑南町緊急対処事態対策本部について準用する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

による救援の程度及び方法の基準

（平成十六年九月十七日厚生労働省告示第三百四十三号）

最終改正：平成十九年三月三十日厚生労働省告示第百十号

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六年政令

第二百七十五号）第十条第一項の規定に基づき、武力攻撃事態等における国民の保護のた

めの措置に関する法律による救援の程度及び方法の基準を次のとおり定め、平成十六年九

月十七日から適用する。

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度

及び方法の基準

（救援の程度及び方法）

第一条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六

年政令第二百七十五号。以下「令」という。）第十条第一項（令第五十二条において準

用する場合を含む。）の規定による救援の程度及び方法の基準は、武力攻撃事態等にお

ける国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法律第百十二号。以下「法」と

いう。）第七十五条第一項各号及び令第九条各号に掲げる救援の種類ごとに、次条から

第十三条までに定めるところによる。

２ 前項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、厚生労働大臣が特別の基

準（次項において「特別基準」という。）を定める。

３ 救援を実施する都道府県知事（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五

十二条の十九第一項の指定都市においては、その長）は、第一項の基準によっては救援

の適切な実施が困難な場合には、厚生労働大臣に対し、特別基準の設定について意見を

申し出ることができる。

（収容施設の供与）

第二条 法第七十五条第一項第一号の収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与は、次の

各号に掲げる施設ごとに、当該各号に定めるとろこにより行なうこととする。

一 避難所

イ 避難住民（法第五十二条第三項に規定する避難住民をいう。）又は武力攻撃災害

（法第二条第四項に規定する武力攻撃災害をいう。以下同じ。）により現に被害を

受け、若しくは受けるおそれのある者（以下「避難住民等」という。）を収容する

ものであること。

ロ 原則として、学校、公民館等既存の建物を利用すること。ただし、これら適当な

建物を利用することが困難な場合には、野外に仮小屋を設置し、又は天幕の設営に

より実施すること。

ハ 避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗機材費、建物の使

用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費
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は、一人一日当たり三百円（冬季（十月から三月までの期間をいう。以下同じ。）

については、別に定める額を加算した額）の範囲内とすること。ただし、福祉避難

所（高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）であって避難所での生活にお

いて特別な配慮を必要とするものを収容する避難所をいう。）を設置した場合は、

当該地域において当該特別な配慮のために必要な通常の実費を加算することができ

ること。

ニ 収容する期間が長期にわたる場合又は長期にわたるおそれがある場合には、長期

避難住宅を設置し、これに収容することができることとし、一戸当たりの規模及び

避難住民等の収容のため支出できる費用は、次ぎに掲げるところによること。

（１）一戸当たりの規模は、二十九．七平方メートルを標準とし、その設置のための

費用は二百三十二万六千円以内とすること。

（２）長期避難住宅の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、

器物の使用謝金、借上費又は購入費並びに光熱水費は、一人一日当たり三百円（冬

季については、別に定める額を加算した額）の範囲内とすること。

ホ 長期避難住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね五十戸以上設置した場

所は、居住者の集会等に利用するための施設を設置できることとし、一施設当たり

の規模及びその設置のため支出できる費用は、別に定めるところによること。

ヘ 老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者等であって日

常の生活上特別な配慮を要する複数のものを収容する施設を長期避難住宅として設

置できること。

ト 長期避難住宅の設置に代えて、賃貸住宅、宿泊施設等の居室の借上げを実施し、

これらに収容することができること。

チ 法第八十九条第三項の規定により準用される建築基準法（昭和二十五年法律第二

百一号）第八十五条第一項本文、第三項及び第四項並びに景観法（平成十六年法律

第百十号）第七十七条第一項、第三項及び第四項並びに法第百三十一条の規定によ

り準用される特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関

する法律（平成八年法律第八十五号）第二条及び第七条の規定は、長期避難住宅に

ついて適応があるものとする。

二 応急仮設住宅

イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれが

なくなった後、武力攻撃災害により住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家が

ない者であって、自らの資力では住家を得ることができないものを収容するもので

あること。

ロ 一戸当たりの規模は、二十九．七平方メートルを標準とし、その設置のための費

用は、二百三十二万六千円以内とすること。

ハ 前号ホからチまでの規定は、応急仮設住宅について準用する。

（炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給）

第三条 法第七十五条第一項第二号の炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給

は、次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行なうこととする。



- 53 -

一 炊き出しその他による食品の給与

イ 避難所（長期避難住宅を含む。以下同じ。）に収容された者、武力攻撃災害によ

り住家に被害を受けて炊事のできない者及び避難の指示（法第五十四条第二項に規

定する避難の指示をいう。以下同じ。）に基づき又は武力攻撃災害により住家に被

害を受け避難する必要のある者に対して行うものであること。

ロ 被災者が直ちに食することができる現物によるものとすること。

ハ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出できる費用は、主食、副食

及び燃料等の経費として一人一日当たり千十円以内とすること。

二 飲料水の供給

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により現に飲料水を得ることができな

い者に対して行うものであること。

ロ 飲料水の供給を実施するため支出できる費用は、水の購入費のほか、給水又は浄

水に必要な機械又は器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品又は資材の費用と

し、当該地域における通常の実費とすること。

（被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与）

第四条 法第七十五条第一項第三号の被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与（以下

「生活必需品の給与等」という。）は、次の各号に定めるところにより行うこととする。

一 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、生活上必要な被服、寝具その他

生活必需品を喪失又は損傷し、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して行うも

のであること。

二 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。

イ 被服、寝具及び身の回り品

ロ 日用品

ハ 炊事用具及び食器

ニ 光熱材料

三 生活必需品の給与等のため支出できる費用は、季別及び世帯区分により一世帯当た

り次に掲げる額の範囲内とすること。この場合においては、季別は、夏季（四月から

九月までの期間をいう。以下同じ。）及び冬季とし、生活必需品の給与等を行う日を

もって決定すること。

季別 一人世帯 二人世帯 三人世帯 四人世帯 五人世帯 世帯員数が六人の以上一人を

の額 の額 の額 の額 の額 増すごとに加算する額

夏季 一万七千 二万二千 三万二千 三万九千 四万九千 七千三百円

三百円 三百円 八百円 三百円 八百円

冬季 二万八千 三万七千 五万千六 六万五百 七万五千 一万四百円

六百円 円 百円 円 九百円
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四 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって

継続している場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができ

ること。

（医療の提供及び助産）

第五条 法第七十五条第一項第四号の医療の提供及び助産は、次の各号に定めるところに

より行うこととする。

一 医療の提供

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により医療の途を失った者に対して、

応急的に処置するものであること。

ロ 救護班において行うこと。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合は、

病院若しくは診療所又は施術所（あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に

関する法律（昭和二十二年法律第二百十七号）又は柔道整復詞法（昭和四十五年法

律第十九号）に規定するあん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師又は柔道整復

師（以下「施術者」という。）がその業務を行う場所をいう。以下同じ。）において

医療（施術者が行うことができる範囲の施術を含む。）を行うことができること。

ハ 次の範囲内において行うこと。

（１）診療

（２）薬剤又は治療材料の支給

（３）処置、手術その他の治療及び施術

（４）病院又は診療所への収容

（５）看護

ニ 医療の提供のため支出できる費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材

料、破損した医療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健

康保険の診療報酬の額以内とし、施術所による場合は協定料金の額以内とすること。

二 助産

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により助産の途を失った者に対して行

うものであること。

ロ 次の範囲内において行うこと。

（１）分べんの介助

（２）分べん前及び分べん後の処置

（３）脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給

ハ 助産のため支出できる費用は、救護班等による場合は使用した衛生材料等の実費

とし、助産師による場合は慣行料金の百分の八十以内の額とすること。

（被災者の捜索及び救出）

第六条 法第七十五条第一項第五号の被災者の捜索及び救出は、次の各号に定めるところ

により行うこととする。

一 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場

合、武力攻撃災害により、現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明

の状態にある者を捜索し、又は救出するものであること。
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二 被災者の捜索及び救出のため支出できる費用は、舟艇その他救出のための機械、器

具等の借上費又は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とす

ること。

（埋葬及び火葬）

第七条 法第七十五条第一項第六号の埋葬及び火葬は、次の各号に定めるところにより行

うこととする。

一 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行うもので

あること。

二 原則として、棺又は棺材の現物をもって、次の範囲内において行うこと。

イ 棺（付属品を含む。）

ロ 埋葬又は火葬（賃金職員等雇上費を含む。）

ハ 骨つぼ及び骨箱

三 埋葬のため支出できる費用は、一体当たり大人十九万三千円以内、小人十五万四千

四百円以内とすること。

（電話その他の通信設備の提供）

第八条 法第七十五条第一項第七号の電話その他の通信設備の提供は、次の各号に定める

ところにより行うこととする。

一 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、通信手段を失った者に対して行

うものであること。

二 電話、インターネットの利用を可能とする通信端末機器その他必要な通信設備を第

二条第一号に規定する避難所に設置し、これらの設備を避難住民等に利用させること

により行うものであること。

三 電話その他の通信設備の提供のため支出できる費用は、消耗器材費、器物の使用謝

金、借上費又は購入費、必要な通信設備の設置費及び通信費として当該地域における

通常の実費とすること。

（武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理）

第九条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第一号の武力攻撃災害を受け

た住宅の応急修理は、次の各号に定めるところにより行うこととする。

一 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがな

くなった後、武力攻撃災害により住家が半壊又は半焼し、自らの資力では応急修理を

することができない者に対して行うものであること。

二 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うも

のとし、その修理のために支出できる費用は、一世帯当たり五十一万円以内とするこ

と。

（学用品の給与）

第十条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第二号の学用品の給与は、次

の各号に定めるところにより行うこととする。

一 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、学用品を喪失又は損傷し、就学

上支障のある小学校児童（特別支援学校の小学部児童を含む。以下同じ。）、中学校
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生徒（中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部生徒を含む。以下同じ。）

及び高等学校等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、中等教育

学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、特別支援学校の高等部、

高等専門学校、専修学校及び各種学校の生徒をいう。以下同じ。）に対して行うもの

であること。

二 被害の実状に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。

イ 教科書

ロ 文房具

ハ 通学用品

三 学用品の給与のため支出できる費用は、次の額の範囲内とすること。

イ 教科書代

（１）小学校児童及び中学校生徒 教科書の発行に関する臨時措置法（昭和二十三年

法律第百三十二号）第二条第一項に規定する教科書及び教科書以外の教材で、教

育委員会に届け出、又はその承認を受けて使用している教材を給与するための実

費

（２）高等学校等生徒 正規の授業で使用する教材を給与するための実費

ロ 文房具費及び通学用品費

（１）小学校児童 一人当たり 四千百円

（２）中学校生徒 一人当たり 四千四百円

（３）高等学校等生徒 一人当たり 四千八百円

四 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって

継続している場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができ

ること。

（死体の捜索及び処理）

第十一条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第三号の死体の捜索及び処

理は、次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。

一 死体の捜索

イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない

場合、武力攻撃災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情によりす

でに死亡していると推定される者に対して行うものであること。

ロ 死体の捜索のため支出できる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借

上費又は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。

二 死体の処理

イ 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体に関する処理（埋葬を除く。）を行

うものであること。

ロ 次の範囲内において行うこと。

（１）死体の洗浄、縫合、消毒等の処理

（２）死体の一時保存

（３）検案
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ハ 検案は、原則として救護班において行うこと。

ニ 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げるところによること。

（１）死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用は、一体当たり三千三百円以内

とすること。

（２）死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するための既存の建物を利用

する場合は当該施設の借上費について通常の実費とし、既存の建物を利用できな

い場合は一体当たり五千円以内とすること。この場合において、死体の一時保存

にドライアイスの購入費等の経費が必要であるときは、当該地域における通常の

実費を加算することができること。

（３）救護班において検案をすることができない場合は、当該地域の慣行料金の額以

内とすること。

（武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著し

い支障を及ぼしているものの除去）

第十二条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第四号の武力攻撃災害によ

って住居又はその周辺に運ばれた土石、竹材等で、日常生活に著しい支障を及ぼしてい

るもの（以下「障害物」という。）の除去は、次の各号に定めるところにより行うこと

とする。

一 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがな

くなった後、居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運び

込まれているため一時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力では、当該障

害物を除去することができない者に対して行うものであること。

二 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップその他除去のため必要な

機械、器具等の借上費又は購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、一世帯当たり

十三万七千円とすること。

（救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費）

第十三条 法第七十五条第一項各号に掲げる救援を実施するに当たり必要な場合は、救援

のための輸送費及び賃金職員等雇上費を支給することができる。

一 救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出できる範囲は、次に掲げる場

合とすること。

イ 飲料水の供給

ロ 医療の提供及び助産

ハ 被災者の捜索及び処理

ニ 死体の捜索及び処理

ホ 救済用物資の整理配分

二 救援のため支出できる輸送費及び賃金職員等雇上費は、当該地域における通常の実

費とすること。
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武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の

照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令

（平成十七年三月二十八日総務省令第四十四号）

最終改正：平成十八年三月三十一日総務省令第五十号

（最終改正までの未施行法令）

平成十八年三月三十一日総務省令第五十号（一部未施行）

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六年政令

第二百七十五号）第二十五条第二項及び第二十六条第四項（これらの規定を同令第五十二

条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、武力攻撃事態等における安否情報の

報告方法並びに安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令を次のよ

うに定める。

（安否情報の収集方法）

第一条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法律

第百十二号。以下「法」という。）第九十四条第一項及び第二項（法第百八十三条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による安否情報の収集は、避難住民又は武力攻撃災

害により負傷した住民については様式第一号を、武力攻撃災害により死亡した住民につ

いては様式第二号を用いて行うものとする。ただし、やむを得ない場合は、地方公共団

体の長が適当と認める方法によることができる。

（安否情報の報告方法）

第二条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六

年政令第二百七十五号。以下「令」という。）第二十五条第二項（令第五十二条におい

て準用する場合を含む。）の総務省令で定める方法は、法第九十四条第一項及び第二項

（法第百八十三条において準用する場合を含む。）に規定する安否情報を様式第三号に

より記載した書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録を含む。以下同じ。）の送付とする。ただし、事態が急迫

している場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法

によることができる。

（安否情報の照会方法）

第三条 法第九十五条第一項（法第百八十三条において準用する場合を含む。次条におい

て同じ。）の規定による安否情報の照会は、令第二十六条第一項（令第五十二条におい

て準用する場合を含む。）に規定する事項を様式第四号により記載した書面を総務大臣

又は地方公共団体の長に提出することにより行うものとする。ただし、安否情報の照会

を緊急に行う必要がある場合、安否情報について照会をしようとする者が遠隔の地に居

住している場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方

法によることができる。
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２ 法第九十五条第一項（法第百八十三条において準用する場合を含む。次条において同

じ。）の規定により安否情報の照会をする者は、前項により提出した書面に記載されて

いる氏名及び住所又は居所と同一の氏名及び住所又は居所が記載されている運転免許

証、健康保険の被保険者証、外国人登録証明書、住民基本台帳法（昭和四十二年法律第

八十一号）第三十条の四十四第一項に規定する住民基本台帳カードその他法律又はこれ

に基づく命令の規定により交付された書類であって当該安否情報を照会する者が本人で

あることを確認するに足りるものを提示し、又は提出しなければならない。ただし、や

むを得ない理由により、当該書類を提示し、若しくは提出することができない場合又は

前項ただし書きの場合にあっては、当該安否情報を照会する者が本人であることを認識

するために総務大臣又は地方公共団体の長が適当と認める方法によることができる。

３ 前項ただし書きの場合において、総務大臣及び地方公共団体の長が安否情報を照会す

る者が本人であることを確認するために必要があると認めるときは、関係地方公共団体

の長に対し、必要な資料の提出を求めることができる。

（安否情報の回答方法）

第四条 法第九十五条第一項の規定による安否情報の回答は、安否情報の照会に係る者が

避難住民に該当するか否か及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当する

か否かの別その他必要な事項を様式第五号により記載した書面を交付することにより行

うものとする。ただし、事態が急迫している場合その他この方法によることができない

場合には、口頭、電話その他の方法によることができる。

附 則 抄

（施行期日）

第一条 この省令は、平成十七年四月一日から施行する。

附 則 （平成十八年三月三十一日総務省令第五十号）

（施行期日）

第一条 この省令は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、本則に一条を加える改

正規定及び附則第二条の別表の改正規定のうち第五条に係る部分については、平成十九

年四月一日から施行する。

様式第１号 （第１条関係）

様式第２号 （第１条関係）

様式第３号 （第２条関係）

様式第４号 （第３条関係）

様式第５号 （第４条関係）
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様式第１号（第１条関係））

安否情報収集様式（避難住民・負傷住民）

記入日時（ 年 月 日 時 分）

① 氏名

② フリガナ

③ 出生の年月日 年 月 日

④ 男女の別 男 女

⑤ 住所（郵便番号を含む。）

⑥ 国籍 日本 その他（ ）

⑦ その他個人を識別する情報

⑧ 負傷（疾病）の該当 負傷 非該当

⑨ 負傷又は疾病の状況

⑩ 現在の居所

⑪ 連絡先その他必要情報

⑫ 親族・同居者からの照会があれば、①～⑪を回答する予定 回答を希望しない

ですが、回答を希望しない場合は○を囲んでください。

⑬ 知人からの照会があれば①⑦⑧を回答する予定ですが、回 回答を希望しない

答を希望しない場合は○を囲んで下さい。

⑭ ①～⑪を親族・同居者・知人以外の者からの照会に対する 同意する

回答又は公表することについて、同意するかどうか○で囲ん

で下さい。 同意しない

備考

（注1） 本収集は国民保護法第９４第１項の規定に基づき実施するものであり、個人情報の保護に十分留意しつつ、上記⑫～⑭の

意向に沿って同法第９５条第１項の規定に基づく安否情報の照会に対する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物

資、医療の提供等）や避難残留者の確認事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコ

ンの入力、回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。

（注2） 親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、知人とは、友人、職場関係者、近所

の者及びこれらに類する者を指します。

（注3） 「③出生年月日」欄は元号表記により記入願います。

（注4） 回答情報の限定を希望する場合は備考欄に記入願います。
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様式第２号（第１条関係））

安否情報収集様式（死亡住民）

記入日時（ 年 月 日 時 分）

① 氏名

② フリガナ

③ 出生の年月日 年 月 日

④ 男女の別 男 女

⑤ 住所（郵便番号を含む。）

⑥ 国籍 日本 その他（ ）

⑦ その他個人を識別する情報

⑧ 死亡の日時、場所及び状況

⑨ 遺体が安置されている場所

⑩ 連絡先その他必要情報

⑪ ①～⑪を親族・同居者・知人以外の者からの 同意する

照会に対し回答することへの同意 同意しない

備考

（注1） 本収集は国民保護法第９４条第１項の規定に基づき実施するものであり、親族・知人については、個人情報の保護に十分留

意しつつ、原則として親族・同居者・知人からの照会があれば回答するとともに、上記⑪の意向に沿って同法第９５条第１項の

規定に基づく安否情報の照会に対する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の確

認事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入力、回答等の際に企業や個人に業

務委託する場合があります。

（注2） 親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、知人とは、友人、職場関係者、近所

の者及びこれらに類する者を指します。

（注3） 「③出生年月日」欄は元号表記により記入願います。

（注4） 回答情報の限定を希望する場合は備考欄に記入願います。

⑪の同意回答者名 連絡先

同意回答者住所 続 柄

（注5） ⑪の回答者は、配偶者又は直近の直系親族とします。
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様式第４号（第３条関係）

総務大臣
（都道府県知事） 殿

（市町村長）

申　請　者
住所（居 所）
氏 名

　下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関す
る法律第９５条第１項の規定に基づき、安否情報を照会します。

※ 申 請 者 の 確 認

※ 備 考

備考 １　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とします。

２　法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を
　記入願います。

３　「出生の年月日」欄は元号表記により記入願います。
４　※印の欄には記入しないで下さい。

① 被照会者の親族又は同居者であるため。

③ その他
　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

照会をする理由
　　（○を付けて下さい。③
　の場合、理由を記入願い
　ます。）

 るための情報

男 女 の 別

住 所

国 籍
（日本国籍を有しない者に限る。）

　　　　　　日本　　　　　　　　　その他（　　　　　　　　　）

年　　　月　　　日

安  否  情  報  照  会  書

 その他個人を識別す

備　　　　　　考

氏 名

フ リ ガ ナ

出生の年月日

被
照
会
者
を
特
定
す
る
た
め

に
必
要
な
事
項

② 被照会者の知人（友人、職場関係者及び近隣住民）であるため。
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様式第５号（第４条関係）

殿

総務大臣
（都道府県知事）

（市町村長）

　　　　年　　　月　　　日付けで照会があった安否情報について、下記のとおり回答
　します。

備考 １　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２　「避難住民に該当するか否かの別」欄には「該当」又は「非該当」と記入し、「武力攻撃
　災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別」欄には「死亡」、「負傷」又は
　「非該当」と記入すること。
３　「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。
４　武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」欄に「死体の所
　在」を記入すること。
５　安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。

年　　　月　　　日

安  否  情  報  回  答  書

氏 名

フ リ ガ ナ

出 生 の 年 月 日
被
　
　

照
　
　
会

　
　
者

男 女 の 別

負傷又は疾病の状況

連絡先その他必要情報

住 所

る た め の 情 報

現 在 の 居 所

避難 住 民 に該当 す る か 否か の別

武力攻撃災 害によ り死亡し又 は負
傷した住民に該当す るか 否かの別

　　　　日本　　　　　その他（　　　　　　　　　）
国 籍

（日本 国籍を 有しない者に限る 。）

その他個 人を識別す
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【被災情報の報告様式】

　（１）　発生日時 　　  　年　　　 月　　　日

　（２）　発生場所 邑南町　　　　　　　　番地（北緯　　　　　度、東経　　　　　度）

その他

市町村名 死者 行方 全壊 半壊

不明者 重傷 軽傷

（人） （人） （人） （人） （棟） （棟）

※　可能な場合、死者について、死亡地の市町村名、死亡の年月日、性別、年齢及

　 び死亡時の概況を一人ずつ記入してください。

市町村名 性別 年齢

邑　　　　南　　　　町

負傷者

年月日 概　　　　　況

　　年　　　月　　　日に発生した○○○による被害（第　　報）

人的被害 住家被害

年 月 日 時 分

１　武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域）

２　発生した武力攻撃災害の状況の概要

３　人的・物的被害状況
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火災・災害等即報要領

昭和５９年１０月１５日

消防災第２６７号消防庁長官

改正 平成 ６年１２月 消防災第２７９号

平成 ７年 ４月 消防災第 ８３号

平成 ８年 ４月 消防災第 ５９号

平成 ９年 ３月 消防情第 ５１号

平成１２年１１月 消防災第 ９８号

消防情第１２５号

平成１５年 ３月 消防災第 ７８号

消防情第 ５６号

平成１６年 ９月 消防震第 ６６号

第１

１ 趣旨

この要領は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第２２条の規定に基づき消

防庁長官が求める消防関係報告のうち、火災・災害等に関する即報について、その形

式及び方法を定めるものとする。

（参考）

消防組織法第２２条

消防庁長官は、都道府県及び市町村に対し、消防庁長官の定める形式及び方法

により消防統計及び消防情報に関する報告をすることを求めることができる。

２ 火災・災害等

「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。

なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の定めのない限り、「火

災報告取扱要領（平成６年４月２１日付消防災第１００号」、「災害報告取扱要領（昭

和４５年４月１０日付消防防第２４６号」、「救急事故等報告要領（昭和５７年１２月

２８日付消防救第５３号）」の定めるところによる。

３ 報告手続

（1） 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（（1）において「火災等」という。）

が発生した場合には、当該火災等が発生した地域の属する市町村（当該市町村が消

防の事務を処理する一部事務組合又は広域連合の構成市町村である場合は、当該一

部事務組合又は広域連合をいう。（1）及び（5）において同じ）は、火災等に関す

る即報を都道府県を通じて行うものとする。
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ただし、２以上の市町村にまたがって火災等が発生した場合又は火災等が発生し

た地域の属する市町村と当該火災等について主として応急措置（火災の防御、救急

業務、救助活動、事故処理等）を行った市町村が異なる場合には、当該火災等につ

いて主として応急措置を行った市町村又はこれらの火災等があったことについて報

告を受けた市町村が都道府県を通じて行うものとする。

（2） 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合には、当該災害が発生した地

域の属する市町村は、災害に関する即報を都道府県に報告するものとする。

（3） 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、都道府県は、

市町村からの報告及び自ら収集した情報等を整理して、火災・災害等に関する即報

を消防庁に報告を行うものとする。

（4）「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、市町村は、

第一報を都道府県に加え、消防庁に対しても、報告するものとする。この場合にお

いて、消防庁長官から要請があった場合については、市町村は第一報後の報告につ

いても、引き続き消防庁に対しても行うものとする。

（5） 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したとき、原則として、覚知後３０分

以内で可能な限り早く、分かる範囲で、その第一報を報告するものとし、以後、各

即報様式に定める事項について、判明したもののうちから逐次報告するものとする。

都道府県は、市町村からの報告を入手後速やかに消防庁に対して報告を行うととも

に、市町村からの報告を待たずして情報を入手したときには、直ちに消防庁に対し

て報告を行うものとする。

火災・災害等の発生

即報基準
該当事案 　直接即報基準

　該当事案

第一報につ
いては覚知
後３ ０ 分以
内に報告

市　　　　　町　　　　　村

都　　道　　府　　県

消　　　　　　防　　　　　　庁
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４ 報告方法及び様式

火災・災害等の即報に当たっては、（1）の区分に応じた様式に記載し、ファクシミ

リ等により報告するものとする。また、画像情報を送信することができる地方公共団

体は（2）により被害状況等の画像情報の送信を行うものとする。

ただし、消防機関等への通報が殺到した場合等において、迅速性を確保するため、

様式によることができない場合には、この限りではない。また、電話による報告も認

められるものとする。

（1） 様式

ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式

火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）を対象とする。

特定の事故とは、石油コンビナート等特別防災区域内の事故、危険物等に係る

事故、原子力災害及び可燃性ガス等の爆発、漏えい等の事故とする。

なお、火災（爆発を除く。）については、第１号様式、特定の事故については、

第２号様式により報告すること。

イ 救急・救助事故等即報・・・・・第３号様式

救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対処事態を対象とする。

なお、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故については省略することができ

る。ただし、消防庁長官から特に求められたものについては、この限りではない。

ウ 災害即報・・・・・第４号様式

災害を対象とする。なお、災害に起因して生じた火災又は事故については、ア

火災等即報、イ救急・救助事故等即報を省略することができる。ただし、消防庁

長官から特に求められたもについては、この限りではない。

（2） 画像情報の送信

地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送信することができる地方公

共団体（応援団体を含む。）は、原則として次の基準に該当する火災・災害等が発

生したときは、高所監視カメラ、ヘリコプターテレビ電送システム、衛星車載局等

を用いて速やかに被害状況等の画像情報を送信するものとする。

ア 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等

イ 被災地方公共団体の対応のみでは十分な対策を講じることが困難な火災・災害

等

ウ 報道機関に取り上げられる等社会的影響が高い火災・災害等

エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの

５ 報告に際しての留意事項

（1） 「第２ 即報基準」及び「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等か判断

に迷う場合には、できる限り広く報告するものとする。

（2） 市町村又は都道府県は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることが困

難な火災・災害等が発生したときは、速やかにその規模を把握するための概括的な

情報の収集に特に配意し、迅速な報告に努めるものとする。
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（3） 各都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道府県の警察本部等と密接

な連絡を保つものとする。

（4） 市町村が都道府県に報告できない場合にあっては、一時的に報告先を消防庁に変

更するものとする。この場合においては、都道府県と連絡がとれるようになった後

は、都道府県に報告するものとする。

（5） （1）から（4）までにかかわらず、地震等により、消防機関への通報が殺到した

場合、その状況を市町村は直ちに消防庁及び都道府県に対し報告するものとする。

第２ 即報基準

火災・災害等即報を報告すべき火災・災害等は次のとおりとする。

１ 火災等即報

（1） 一般基準

火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するお

それがある場合を含む。）について報告すること。

1） 死者が３人以上生じたもの

2） 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの

（2） 個別基準

次の火災及び事故については（1）の一般基準に該当しないものにあっても、そ

れぞれ各項に定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）

について報告すること。

ア 火災

ア）建物火災

1） 特定防火対象物で死者の発生した火災

2） 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地下街において発生した火災

で利用者等が避難したもの

3） 大使館・領事館、国指定重要文化財又は特定違反対象物の火災

4） 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上と推定される火災

5） 損害額１億円以上と推定される火災

イ）林野火災

1） 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの

2） 空中消火を要請したもの

3） 住宅等へ延焼するおそれがある等社会的に影響度が高いもの

ウ）交通機関の火災

船舶、航空機、列車、自動車の火災で、次に掲げるもの

1） 航空機火災

2） タンカー火災の他社会的影響度が高い船舶火災

3） トンネル内車両火災

4） 列車火災
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エ）その他

以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、特殊な態様の火災等消防

上特に参考となるもの

（例示）

・消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴う火災

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故

1） 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故

（例示）

・危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物等を貯蔵し、又は取り扱う

施設の火災又は爆発事故

2） 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの

3） 特定事業所内の火災（ 1）以外のもの。）

ウ 危険物等に係る事故

危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」とい

う。） を貯蔵し又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げる

もの（イの石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。）

1） 死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの

2） 負傷者が５名以上発生したもの

3） 周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又は爆発により周辺の建物等

に被害を及ぼしたもの

4） ５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい事故

5） 海上、河川への危険物等流出事故

6） 高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う、火災・危険物等の漏

えい事故

エ 原子力災害等

1） 原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放

射線の漏えいがあったもの

2） 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質

等の運搬中に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があっ

たもの

3） 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第１０条の規定

により、原子力事業者から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が

市町村長にあったもの

4） 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放

射線の漏えいがあったもの

オ その他特定の事故

可燃性ガス等の爆発、漏えい等の事故であって、社会的に影響度が高いと認め

られるもの
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（3） 社会的影響基準

（1）一般基準、（2）個別基準に該当しない火災・事故であっても、報道機関に

取り上げられる等社会的影響度が高いと認められる場合には報告すること。

２ 救急・救助事故即報

救急・救助事故即報については、次の基準に該当する事故（該当するおそれがある

場合を含む。） について報告すること。

1） 死者５人以上の救急事故

2） 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故

3） 要救助者が５人以上の救助事故

4） 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上を要した救助事故

5） その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高い救急・救助事故

（例示）

・列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故

・バスの転落による救急・救助事故

・ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故

３ 武力攻撃災害即報

次の災害等（該当するおそれがある場合を含む。）についても、上記２と同様式を

用いて報告すること。

1） 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６

年法律第１１２号）第２条第４項に規定する災害、すなわち、武力攻撃によ

り直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出

その他の人的又は物的災害

2） 武力攻撃事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保

に関する法律（平成１５年法律第７９号）第２５条第１項に規定する緊急対

処事態、すなわち、武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷す

る行為が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると

認められるに至った事態

４ 災害即報

災害即報については、次の基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）

について報告すること。

（1） 一般基準

1） 災害救助法の適用基準に合致するもの

2） 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの

3） 災害が２都道府県以上にまたがるもので１の都道府県における被害は軽微

であっても、全国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの
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（2） 個別基準

ア 地震

地震が発生し、当該都道府県又は市町村の区域内で震度４以上を記録したもの

イ 津波

津波により、人的被害又は住家被害を生じたもの

ウ 風水害

1） 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は住家被害を生じたもの

2） 河川の溢水、破堤又は高潮等により、人的被害又は住家被害を生じたもの

エ 雪害

1） 雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの

2） 道路の凍結又は雪崩等により、孤立集落を生じたもの

オ 火山災害

1） 臨時火山情報が発表され、登山規制又は通行規制等を行ったもの

2） 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じたもの

（3） 社会的影響基準

（1）一般基準、（2）個別基準に該当しない災害であっても、報道機関に取り上

げられる等社会的影響度が高いと認められる場合には報告すること。

第３ 直接即報基準

市町村は、特に迅速に消防庁に報告すべき次の基準に該当する火災・災害等（該当

するおそれがある場合を含む。） については、直接消防庁に報告するものとする。

１ 火災等即報

ア 交通機関の火災

第２の１の（2）のアのウ）に同じ。

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故

第２の１の（2）のイの1）、2）に同じ。

ウ 危険物等に係る事故（イの石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。）

1） 第２の１の（2）のウの1）、2）に同じ。

2） 危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施

設内又は周辺で、５００平方メートル程度以上区域に影響を与えたもの

3） 危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に

該当するもの

① 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの

② ５００キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等

4） 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、

付近住民の避難、道路の全面通行禁止等の措置を要するもの

5） 市街地又は高速道路上におけて発生したタンクローリーの火災

エ 原子力災害等

第２の１の（2）のエに同じ。
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２ 救急・救助事故即報

死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの

1） 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助事故

2） バスの転落等による救急・救助事故

3） ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故

4） 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救

助事故

5） その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの

３ 武力攻撃災害即報

第２の３の1）、2）に同じ。

４ 災害即報

地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有無を

問わない。）

第４ 記入要領

第１号、第２号、第３号及び第４号様式の記入要領は、次に定めるもののほか、そ

れぞれの報告要領（「火災報告取扱要領」、「災害報告取扱要領」、「救急事故等報告要

領」）の定めるところによる。

〈火災即報〉

１ 第１号様式（火災）

（1） 火災種別

火災の種別は、「建物火災」「林野火災」「車両火災」「船舶火災」「航空機火災」

及び「その他の火災」とし、欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。

（2） 消防活動状況

当該火災の発生した地域の消防機関の活動状況のほか、他の消防機関への応援要

請及び消防機関による応援活動の状況についても記入すること。

（3） 救急・救助活動状況

報告時現在の救助活動の状況、救助人員の有無、傷病者の搬送状況等について記

入すること（消防機関等による応援活動の状況を含む。）。

（4） 災害対策本部等の設置状況

当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事

故対策本部等を設置した場合には、その設置及び解散の日時を記入すること。

（5） その他参考事項

次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に掲げる事項を併せ記入す

ること。
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1） 死者３人以上生じた火災

ア 死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をいう。アにおいて同じ。）

の概要

ア） 建物等の用途、構造及び環境

イ） 建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火管理者の有無及びそ

の管理状況並びに予防査察の結果

イ 火災の状況

ア） 発見及び通報の状況

イ） 避難の状況

2） 建物火災で個別基準の 5）又は6）に該当する火災

ア） 発見及び通報の状況

イ） 延焼拡大の理由

ア 消防事情 イ 都市構造 ウ 気象条件 エ その他

ウ） 焼損地域名及び主な焼損建物の名称

エ） り災者の避難保護の状況

オ） 都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地方自治体の応援活動

を含む。）

3） 林野火災

ア） 火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避難の状況等）

※必要に応じて図面を添付する。

イ） 林野の植生

ウ） 自衛隊の派遣要請、出動状況

エ） 空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動日時、機種（所属）、

機数等）

4） 交通機関の火災

ア） 車両、船舶、航空機等の概要

イ） 焼損状況、焼損程度

２ 第２号様式（特定の事故）

（1） 事故名（表頭）及び事故種別

特定の事故のうち、「事故名」及び「事故種別」の欄中、該当するものの記号を

○で囲むこと。

（2） 消防活動状況

「事業所名」は、「○○（株）○○工場」のように、事業所の名称のすべてを記

入すること。

（3） 特別防災区域

発災事業所が、石油コンビナート等災害防止法（昭和50年法律第84号。以下この

項で「法」という。）第２条第２号に規定する特別防災区域内に存する場合のみ、

当該地区名を記入すること。また、法第２条第４号に規定する第一種事業所にあっ
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ては、「レイアウト第一種」、「第一種」のいずれかを、同条第５号に規定する第二

種事業所は「第二種」を、その他の事業所は「その他」を○で囲むこと。

（4） 覚知日時及び発見日時

「覚知日時」は、消防機関が当該事故を覚知した日時を、「発見日時」は事業者

が当該事故を発見した日時を記入すること。

（5） 物質の区分及び物質名

事故の発端となった物質で、欄中、該当するものの記号を○で囲み、物質の化学

名を記入すること。なお、当該物質が」消防法（昭和23年法律第186号）で定める

危険物である場合には、危険物の種別及び品名について記入すること。

（6） 施設の区分

欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。

（7） 施設の概要

「○○と××を原料とし、触媒を用いて＊＊製品を作る△△製造装置」のうよう

に記入すること。なお、当該施設が危険物施設である場合には、危険物施設の区分

（製造所等の別）についても記入すること。

（8） 事故の概要

事故発生に至る経緯、様態、被害の状況等を記入すること。

（9） 消防防災活動状況及び救急救助活動状況

防災本部、消防機関及び自衛防災組織等の活動状況並びに都道府県又は市町村の

応急対策の状況を記入すること。また、他の消防機関等への応急要請及び消防機関

等による応援活動の状況についても記入すること。

（10） 災害対策本部等の設置状況

当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事

故対策本部等を設置した場合には、その設置及び解散の日時について記入すること。

（11） その他参考事項

以上のほか、特記すべき事項があれば、記入すること。

（例）

・自衛隊の派遣要請、出動状況

（12） 原子力災害等の場合

ア 原子力災害等が発生するおそれがある場合には、「発生」を「発生のおそれ」

に読み替えること。

イ 原子力災害等による死傷者については、「負傷者」を「負傷者」、「被ばく者」、

「汚染者」に区分して記入すること。

ウ その他参考事項として、付近住民の避難、屋内避難及び安定ヨウ素剤服用の状

況を記入するとともに、地域防災計画に「原子力発電所異常事態通報様式」等が

定められている場合には、当該通報の内容を併せて報告すること。

〈救急・救助事故等即報〉

３ 第３号様式（救急・救助事故等）
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（1） 事故災害種別

「事故災害種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。

（2） 事故等の概要

「事故等の概要」は、発生した事故等の種別、概略、経過等を記入すること。

（3） 死傷者等

ア 「負傷者等」には、急病人等を含む。

イ 「不明」とは、行方不明等所在が判明しないものをいう。

（4） 救助活動の要否

救助活動を要する又は要した事故であるか否かを記入すること。

（5） 要救護者数（見込）

救助する必要がある者（行方不明者あるいは救助の要否が不明の者含む。）で、

未だ救助されていない者の数を記入すること。

また、「救助人員」は、報告時点で救助が完了した者の数を記入すること。

（6） 消防・救急・救助活動状況

出動した消防隊、救急隊、救助隊等（応援出動したものを含む。）について、所

属消防本部名、隊の数、人員、出動車両数等を記入するとともに、傷病者の搬送状

況等活動の状況について記入すること。

（7） 災害対策本部等の設置状況

当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事

故対策本部等を設置した場合には、その設置及び解散の日時について記入すること。

（8） その他参考事項

以上のほか、応急措置等について、特記すべき事項があれば記入すること。

（例）

・都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況

・避難の勧告・指示の状況

・避難所の設置状況

・自衛隊の派遣要請、出動状況

〈災害即報〉

４ 第４号様式

1） 第４号様式－その１

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合、災害の当初の段

階で被害状況が十分把握できていない場合（例えば、地震時の第一報で、死傷者の

有無、火災、津波の発生の有無等を報告する場合）には、本様式を用いること。

（1）災害の概況

ア 発生場所、発生日時

当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時を記入すること。

イ 災害種別概況
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（ア） 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地す

べり、土石流等の概況

（イ） 地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩れ等

の概況

（ウ） 雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況

（エ） 火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等

の概況

（オ） その他これらに類する災害の概況

（2）被害の状況

当該災害により生じた被害の状況について、判明している事項を具体的に記入

すること。その際特に人的被害及び住家の被害に重点を置くこと。

（3）応急対策の状況

当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設置

した場合にはその設置及び解散の日時を記入するとともに、市町村（消防機関を

含む。）及び都道府県が講じた応急対策について記入すること。

（例）

・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況

・避難の勧告・指示の状況

・避難所の設置状況

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況

・自衛隊の派遣要請、出動状況

2） 第４号様式－その２（被害状況即報）

（1）各被害欄

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただし、被害

額については、省略することができる。

なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」については、それぞれ報告時点

における断水戸数、通話不能回線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。

（2）災害対策本部等の設置状況

当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、

事故対策本部等を設置した場合には、その設置及び解散の日時について記入する

こと。

（3）災害救助法適用市町村名

市町村毎に、適用日時を記入すること。

（4）備考欄

備考欄には次の事項を記入すること。

ア 災害の発生場所

被害を生じた市町村名又は地域名

イ 災害の発生日時

被害を生じた日時又は期間
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ウ 災害の種類、概況

台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過、今後の

見通し等

エ 応急対策の状況

市町村（消防機関を含む。）及び都道府県が講じた応急対策について記入す

ること。

（例）

・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況

・避難の勧告・指示の状況

・避難所の設置状況

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況

・自衛隊の派遣要請、出動状況

・災害ボランティアの活動状況
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動物の保護等に関して地方公共団体が配慮すべき事項についての基本的な考え方

平成１７年８月３１日付け環境省自然環境局総務課動物

愛護管理室及び農林水産省生産局畜産部畜産企画課通知

１ 平素からの備え

地方公共団体は、平素において、災害時における動物の管理等への備えと併せて、必

要に応じて、以下の措置の実施に努めるものとする。

○ 危険動物等の逸走対策

・地方公共団体は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号）第１６

条の規定に基づき、人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれのある動物（以下「危

険動物という。）等の所有者、飼養状況等について、あらかじめ把握すること。

○ 要避難地域等において飼養又は保管されていた家庭動物等の保護等

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、所有者等が行う要避難地域等において飼

養又は保管されていた家庭動物等の適切な飼養又は保管の活動への支援や動物愛護管

理センター等の活用等当該地方公共団体が実施する措置に関し、連絡体制の整備や関

係機関及び関係地方公共団体との役割分担の明確化や協力体制について、あらかじめ

整備すること。

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、要避難地域における家庭動物等の保護等

を行うためにケージ（おり）等の必要な資材や飼料等の確保に関する取組（関係する

企業等の連絡先の把握その他の供給・調達体制の整備等）を行うこと。

２ 武力攻撃事態等における動物の保護等

地方公共団体は、武力攻撃事態等において、以下の措置を実施する者の安全の確保に

十分配慮して、可能な範囲で、関係機関及び関係地方公共団体と連携協力を図りながら、

当該措置の実施に努めるものとする。

○ 危険動物等の逸走対策

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、危険動物等が逸走した場合は、住民及び

避難住民への周知並びに避難誘導を図ること。

・地方公共団体は、逸走した危険動物等の迅速な捕獲等の必要な措置を行うこと。

・地方公共団体は、逸走した危険動物等により住民及び避難住民に危害が及んだ場合に

は、迅速な救援活動等を行うこと。

○ 要避難地域等において飼養又は保管されていた家庭動物等の保護等

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、所有者等が行う要避難地域等において飼

養又は保管されていた家庭動物等の保護の支援や負傷した家庭動物等の保護収容を行

うとともに、家庭動物等についての相談・助言等の必要な措置を実施すること。

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、動物の愛護及び避難住民の精神的安定等

図る観点から、所有者等が要避難地域等において飼養又は保管されていた家庭動物等
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の飼養又は保管を避難所において行う場合には、その活動を支援するとともに、家庭

動物等についての相談・助言等必要な措置を実施すること。

３ 緊急対処事態における動物の保護等

緊急対処事態における動物の保護等については、１及び２に準ずるものとする。
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島根県防災ヘリコプター応援協定

（目的）

第１条 この協定は、島根県下の市町村、消防の一部事務組合及び消防を含む一部事務組

合（以下「市町村等」という。）が、災害による被害を最小限に防止するために、島根

県の所有する防災ヘリコプター（以下「防災ヘリ」という。）の応援を求めることにつ

いて、必要な事項を定めることを目的とする。

（協定区域）

第２条 この協定区域は、前条の市町村の区域とする。

（災害の範囲）

第３条 この協定において、災害とは、消防組織法（昭和22年法律第226号）第１条に規

定する水災害又は地震等の災害で、航空機の特性を十分に発揮することができ、かつ、

その必要性が認められる災害をいう。

（応援要請）

第４条 この協定に基づく応援要請は、災害が発生した市町村等（以下「発災市町村等」

という。）の長が、次のいずれかに該当し、防災ヘリの活動を必要と判断する場合に、

島根県知事（以下「知事」という。）に対して行うものとする。

（1）災害が隣接する市町村等に拡大し、又は影響をあたえるおそれのある場合

（2）発災市町村等の消防力によっては防御が著しく困難な場合

（3）その他救急搬送等防災ヘリによる活動がもっとも有効な場合

２ 応援要請の手続きは、島根県環境生活部消防防災課防災航空管理所（以下「管理所」

という。）に、電話等により、次の事項を明らかにして行うものとする。

（1）災害の種別

（2）災害の発生場所及び被害の状況

（3）災害発生現場の気象状況

（4）飛行場外離着陸場の所在地及び地上支援体制

（5）応援に要する資機材の品目及び数量

（6）その他必要な事項

（防災航空隊の派遣）

第５条 知事は、前条の規定により応援要請を受けた時は、災害発生現場の気象条件を確

認の上、応援するものとする。

２ 前項の規定により応援要請に応ずることができない場合は、知事は、その旨を速やか

に発災市町村等の長に通報するものとする。

（防災航空隊の隊員の指揮）

第６条 前条第１項の規定により応援する場合において、災害現場における防災航空隊の
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隊員（以下「隊員」という。）の指揮は、発災市町村等の消防長（消防本部を置かない

町村にあっては、当該町村長。）が行うものとする。

（消防活動に従事する場合の特例）

第７条 応援要請に基づき隊員が消防活動（救急業務を含む。）に従事する場合には、発

災市町村等の長から隊員を派遣している市町村等の長に対して、島根県下市町村及び消

防にかかる一部事務組合の相互応援に関する協定書（以下「消防相互応援協定」という。）

及び、平田市、大社可及び消防にかかる一部事務組合の救急業務に関する相互応援協定

書（以下「救急相互応援協定」という。）に基づく応援要請があったものとみなす。

２ 発災市町村等が救急相互応援協定に加盟していない場合の救急業務については前項の

規定は適用せず、県の業務としての救急活動とする。

（経費負担）

第８条 前条第１項に該当する活動に従事する場合における応援に要する経費は、消防相

互応援協定及び救急相互応援協定の規定にかかわらず次の各号に定めるところにより負

担するものとする。

（1）応援のために生ずる超過勤務手当などの手当、燃料費等の運航経費及び事故によ

り生じた経費は島根県の負担とする。ただし、特別の事情がある時は県と関係市町

村が協議のうえ決定するものとする。

（2）前各号以外の経費については島根県と関係市町村が、その都度協議のうえ決定す

る。

２ 前項の規定は、災害応援時の費用負担について定めるものであり、防災航空隊の経常

的な人件費等の負担については、別に定めるところによるものとする。

（その他）

第９条 この協定に定めのない事項は、島根県及び市町村等の長が協議して定めるものと

する。

（適用）

第10条 この協定は平成6年4月1日から適用する。

この協定の締結を証するため、本書69通を作成し、知事及び市町村等の長は、記名押

印の上、それぞれその各１通を所持する。

平成6年3月28日


